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○午後１時００分開会 

○田中委員長 

 ただいまより厚生委員会を開会いたします。 

 本日は、お手元に配付しております審査・調査予定表のとおり、幹部職員紹介、事務事業概要および

その他を予定しております。 

 なお、その他におきましては、所管事務調査および行政視察についてのご案内を考えておりますので、

よろしくお願いいたします。 

 本日も、効率的な委員会運営にご協力いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

                                              

１ 幹部職員紹介 

○田中委員長 

 それでは、予定表１の幹部職員紹介を議題に供します。 

 実質的には、今回が初めての委員会でございますので、改めて委員、理事者の皆様より自己紹介をお

願いいたします。 

 では、まず初めに、私から。今期、委員長を仰せつかりました田中でございます。どうぞよろしくお

願いいたします。 

○えのした副委員長 

 自民党・無所属の会、副委員長を１年間務めます、えのした正人です。よろしくお願いいたします。 

○渡辺委員 

 自民党・無所属の会、渡辺ゆういちです。よろしくお願いします。 

○あくつ委員 

 公明党のあくつ広王です。よろしくお願いします。 

○吉田委員 

 品川・生活者ネットワークの吉田ゆみこです。よろしくお願いいたします。 

○大倉委員 

 しながわ未来の大倉です。よろしくお願いいたします。 

○鈴木委員 

 共産党の鈴木ひろ子です。よろしくお願いいたします。 

○やなぎさわ委員 

 やなぎさわ聡です。よろしくお願いします。 

○田中委員長 

 続きまして、理事者の方もよろしくお願いいたします。 

○新井副区長 

 厚生委員会に出席させていただきます、副区長の新井でございます。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

○寺嶋福祉部長 

 では、福祉部から。福祉部長の寺嶋でございます。よろしくお願いいたします。 

○東野福祉計画課長 

 参事（福祉計画課長事務取扱）、東野でございます。よろしくお願いいたします。 
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○佐藤障害者施策推進課長 

 障害者施策推進課長、佐藤と申します。よろしくお願いいたします。 

○松山障害者支援課長 

 障害者支援課長の松山でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○菅野高齢者福祉課長 

 高齢者福祉課長の菅野です。よろしくお願いいたします。 

○樫村高齢者地域支援課長 

 高齢者地域支援課長、樫村でございます。よろしくお願いいたします。 

○豊嶋生活福祉課長 

 生活福祉課長、豊嶋でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○阿部健康推進部長 

 では、健康推進部でございます。 

 私は、健康推進部長（品川区保健所長兼務）の阿部でございます。よろしくお願いいたします。 

○髙山健康推進部次長 

 健康推進部次長（品川区保健所次長、地域医療連携課長事務取扱）の髙山と申します。どうぞよろし

くお願いいたします。 

○勝亦健康課長 

 健康課長の勝亦でございます。どうぞよろしくお願いします。 

○赤木生活衛生課長 

 生活衛生課長の赤木でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○五十嵐保健予防課長 

 保健予防課長、五十嵐と申します。よろしくお願いいたします。 

○石橋品川保健センター所長 

 品川保健センター所長、石橋と申します。よろしくお願いいたします。 

○福地大井保健センター所長 

 大井保健センター所長、福地でございます。どうぞよろしくお願いします。 

○飛田荏原保健センター所長 

 荏原保健センター所長、飛田でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○山下国保医療年金課長 

 国保医療年金課長、山下でございます。よろしくお願いいたします。 

○田中委員長 

 それぞれありがとうございました。 

 なお、事務局からは、高木書記と深井書記が当委員会の事務に当たりますので、よろしくお願いいた

します。 

 このメンバーで１年間、実りある委員会にしてまいりたいと思いますので、改めまして皆様、どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 以上で本件を終了いたします。 

                                              

２ 事務事業概要 
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 ⑴ 福祉部 

 ⑵ 健康推進部・品川区保健所 

○田中委員長 

 次に、予定表２の事務事業概要を議題に供します。 

 進め方でございますけれども、予定表に記載してあるとおり、⑴の福祉部、⑵の健康推進部・品川区

保健所の順に一括して説明していただき、その後、質疑に移りたいと思います。 

 事務事業概要につきましては、例年に倣い、新しい委員で構成される最初の委員会で、各所管の事務

について概要説明を受けるものであります。 

 それでは、福祉部からご説明をお願いいたします。 

○寺嶋福祉部長 

 それでは、初めに、福祉部の事務事業概要をご説明させていただきます。 

 早速ですが、資料をご覧ください。紙媒体１ページ、電子では３ページのほうに福祉部の組織図を記

載しておりますので、ご覧いただければと思います。 

 おめくりいただきまして、次のページには、職種別の職員配置状況を記載しております。福祉部には、

ご覧のとおりですが、一般事務職のほかに、保健師、福祉職が在籍をしております。 

 その次の紙の３ページから６ページ、電子では５ページから８ページにわたりまして、各課の事務分

掌を記載しております。 

 続けて、電子の９ページから１３ページは、過去の組織改正の変遷等が記載してございます。 

 その次のページ、１４ページ以降が各事務事業の記載となっておりますので、この後、各所管課長よ

りご説明させていただきます。 

 それでは、順番に説明させていただきます。 

○東野福祉計画課長 

 それでは、ここからは課ごとにご説明をさせていただきます。 

 福祉計画課、先ほどの電子データの３ページの組織図をまずご覧ください。福祉計画課につきまして

は、４つの係で事務事業を行っております。昨年度からの変更がございまして、事業効率化を図るため、

施設計画担当と指導担当を統合いたしまして、施設担当としております。 

 また、法人等の派遣者は、福祉計画課に属しております。 

 次のページ、職種別職員配置状況ですが、福祉計画課は、一般事務２８人のほか、保健師１人、福祉

職が２人おります。また、会計年度任用職員は４人でございます。 

 電子データ、少し飛んで、１６ページへお進みください。ここからは、課ごとのページ番号が振られ

ておりますので、電子データのページでのご案内がよろしいかと思います。電子データのページでご案

内させていただきます。 

 まず、１７ページに参りまして、第１、高齢者安否確認事業の１、救急代理通報システムでは、昨年

４月より自己負担額を無償化した結果といたしまして、令和６年度末の設置総数１,１１１台と伸びて

いるものでございます。 

○田中委員長 

 すみません。ご説明いただき、ありがとうございます。ページ数なのですが、電子データのページ数

と、事務事業概要のページ数で少し食い違いがありまして、すぐページ数を見られないので、いかがし

ましょうか。分かりますか。 
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○東野福祉計画課長 

 それでは、両方ご案内いたします。 

○田中委員長 

 では、電子データのページ数と、申し訳ございません、事務事業概要のページ数と両方よろしくお願

いします。 

○東野福祉計画課長 

 それでは、電子の１７ページ、紙のページですと２ページになります。高齢者安否確認事業の救急代

理通報システムでは、昨年４月より自己負担額を無償化した結果といたしまして、令和６年度末の設置

総数が１,１１１台と伸びているものでございます。 

 また、２の災害時自動安否確認システムは、昨年度補正予算をいただきまして構築したものです。災

害時にＡＩを用いて対象者に一斉架電し、安否確認を行うシステムです。今年度は防災訓練などで検証

をしてまいります。 

 次ページに参りまして、長寿お祝い事業、高齢者見守りネットワーク事業も引き続き実施いたします。 

 電子の１９ページ、紙ですと４ページに参りまして、第２、高齢者福祉施設整備でございます。 

 小山台住宅等跡地複合施設は、今年度より着工いたします。八潮南特別養護老人ホーム等増改築では、

現在、地中障害物の撤去を進めております。また、用途が未定となっておりました既存棟の２階部分に

つきましては、改修後、こちらへ八潮在宅サービスセンターを移転いたします。両施設とも、令和９年

度完成予定です。 

 それから、東大井三丁目都営元芝アパート跡地特別養護老人ホームにつきましては、昨年、運営予定

事業者の辞退がございましたが、再度、都有地を活用した都の福祉インフラ事業により計画を進めてお

ります。先月、近隣住民への説明会を行いました。 

 そのほか、新規の認知症高齢者グループホームの整備計画等も進めております。 

 第３、社会福祉法人認可・指導監査の対象は、次ページに記載の１２法人でございます。 

 電子の２０ページ、紙の５ページに参りまして、第４、地域福祉推進の１、地域福祉計画の推進は、

昨年４月に第４期地域福祉計画を策定いたしました。 

 次ページに参りまして、２、支え愛・ほっとステーション事業の令和６年度実績は、電子ですと

２２ページから２３ページ、紙ですと７ページから８ページに記載のとおりでございます。 

 また、生活支援体制整備事業として、生活支援コーディネーターを当ステーションに兼務配置してお

ります。 

 電子の２４ページ、紙は９ページ、３のユニバーサルデザイン普及啓発事業では、おたがいさま運動

を推進しております。 

 次の４、重層的支援体制整備事業、および電子の２５ページ、紙の１０ページの５、孤独・孤立対策

推進事業は、明日の特別委員会での報告となりますので、割愛させていただきます。 

 次に、電子の２６ページ、紙の１１ページ、第５、民生委員活動です。 

 各活動実績等は記載のとおりでございます。本年度は、３年ごとに行う民生委員等の一斉改選がござ

いまして、これに係る事務を進めているところでございます。 

 電子の２８ページ、紙の１３ページに参りまして、５、民生委員活動支援といたしましては、昨年度

より相談支援を行うスーパーバイザーを設置しております。 

 次のページに参りまして、第６、成年後見制度では、新規事業として、終活支援に着手いたします。
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現在、品川区社会福祉協議会で行っているあんしんの３点セットに対し事業助成を行い、区民の利用を

促進いたします。 

 電子の３０ページ、紙の１５ページの第７、医療連携の促進では、ウェブサイトの構築や地域ケアブ

ロック会議などのほか、電子の３３ページ、紙の１８ページに参りまして、ＡＣＰのｅラーニング研修

を今年度も実施いたします。 

 第８のケアマネジメント支援事業では、口腔ケアの研修を歯科医師会に委託して実施しております。 

 電子の３４ページ、紙の１９ページの第９、その他の福祉制度のほか、庶務担当課としての各種取り

まとめや災害時の福祉部の対応、取りまとめなど、福祉部の他課に属さない事業については福祉計画課

が担っております。 

○佐藤障害者施策推進課長 

 では、私からは、障害者施策推進課につきまして、主な事業をご説明いたします。 

 障害者施策推進課は、電子の資料では１５０ページ目からになります。高齢者地域支援課の次になり

ます。 

 それでは、電子の１５２ページ、障害者施策推進課の紙のほうでは１ページになります。ご覧いただ

ければと思います。 

 １、障害者計画等策定・推進につきましては、令和６年度から新たな３計画がスタートしておりまし

て、内容につきましては、「自分らしく、あなたらしく、共感と共生の社会へ」を基本理念としまして、

次のページにかけて基本方針や施策体系などを記載しているところでございます。 

 計画期間が、障害福祉計画と障害児福祉計画につきましては令和８年度までとなっておりまして、次

の３ページにお進みいただきますと、（５）障害者計画等の策定・推進というところがございまして、

そちらに記載がございますが、障害福祉計画等推進委員会を開催いたしまして、進捗状況の検証ですと

か分析・評価を行うほか、次期計画の策定に向けまして調査等を行っていくというところを記載してい

るところでございます。 

 続きまして、２の障害者差別解消推進につきましては、障害者差別解消支援協議会を開催して、障害

者差別等の事例の共有ですとか、関係機関との連携を強めていくほか、障害者差別解消推進本部を設置

しまして、不当な差別的取扱いの排除、合理的配慮の提供等に取り組むべく、職員研修などによりまし

て、全庁を挙げて普及啓発を実施してまいるところです。 

 ３、障害者福祉サービス第三者評価受審支援につきましては、都が実施する評価を受けて、質の向上

を図る取組でございますが、受審する事業所の費用を区が支援するというものでございます。 

 続きまして、電子が１５５ページで、紙のほうが４ページになります。障害福祉サービス事業者指定

等経費でございます。障害者施策推進課のほうでは、事業所の指導検査を行うほか、昨年１０月、児童

相談所が設置されまして、障害児の通所支援等が区へ移管されましたので、そちらのサービス事業所の

指定事務等も併せて行っているところでございます。 

 最後に、電子の１５６ページ、紙の５ページでございます。第３の障害者福祉施設等整備費の説明で

す。下の表に書いてございます整備を進めているところでして、令和７年度は大原児童発達支援セン

ターと小山七丁目障害者グループホームの開設を予定しております。 

 そのほか、小山台住宅等跡地の整備ですとか、八潮南特別養護老人ホーム増改築等に伴う重症心身障

害者通所事業所の移転・拡張、そのほか、戸越四丁目障害者グループホームの整備も進めているところ

です。 
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 また、民間事業者によるグループホーム整備費の助成につきまして、セミナーや個別相談会の開催な

ど、整備の周知強化を図ってまいります。 

○松山障害者支援課長 

 続きまして、私から、障害者支援課所管の事務事業につきまして、ご説明させていただきます。 

 まず、電子では１５７ページから、紙の資料では１ページからになります。 

 まず、電子の１６０ページ、紙の４ページ、障害者理解・普及啓発事業でございます。 

 障害者週間記念のつどいは、１２月７日にきゅりあんで開催予定でございます。その下の障害者まつ

り、いわゆる福祉まつりですが、９月２７日に中小企業センターで開催予定でございます。いずれもご

案内ができましたら、厚生委員会の委員の皆様へ個別にご案内させていただきます。 

 電子の資料では１６４ページ、紙の資料では８ページ、障害者介護給付事務でございます。障害福祉

サービスのうち、身体障害、ショートステイなど、日常生活に必要な介護に係る給付に係る事務を行っ

ております。 

 次のページでございます。下段の８、生活介護延長受入運営費助成、新規事業でございます。障害の

あるお子さんが利用する放課後等デイサービスは、夕方の時間帯までサービス提供がございますが、

１８歳になり、障害者のサービス、生活介護に移行しますと、午後３時から４時頃までのサービス利用

となるため、ご家族が就労を継続できない、１８歳の壁と言われる課題がございます。１８歳の壁対策

といたしまして、サービス提供時間を延長する生活介護事業者へ助成することで、障害者ご本人が慣れ

た支援者、環境の中で安心して過ごすことはもとより、ご家族が介護離職を回避することにつながって

おります。 

 その下の障害者訓練等給付事務でございます。ここから、電子では１７０ページまで、紙では

１４ページまでが訓練等給付でございます。グループホームや就労系の支援に関わる給付、補装具など

を支給しております。 

 電子では１７０ページ、紙では１４ページをご覧ください。７、障害者グループホーム等運営費補助

事業でございます。これまで表に記載の２つの助成に加えまして、新たに入居者の障害支援区分に応じ

た運営費助成を行うことで、中重度の方の入居が進むよう支援しております。 

 電子では１７２ページ、紙では１６ページが地域生活支援事業でございます。市町村が実施主体とな

り、地域の実情に応じ実施する事業でございます。新規事業や変更がありました事業を中心にご説明さ

せていただきます。 

 まず、日中一時支援事業は、障害のあるお子さんのご家族の就労やレスパイトなどのために、日中見

守り等の支援を行っております。今年度より子育て支援の観点から利用料を無償化しております。 

 ４、障害者地域生活サポート２４事業でございます。おめくりいただきまして、中段の事業実施をご

覧ください。今年度４月から、記載の４つの事業を再編成し、一体化することにいたしました。これま

で知的障害者地域生活サポート２４事業と精神障害者地域生活サポート２４事業を、それぞれ委託し

行ってまいりましたが、知的障害と精神障害が重複する方につきましても同様の支援が提供できるよう

にするためでございます。統合を行い、選定した結果、有限会社それいゆに委託して実施することとな

りました。 

 おめくりいただきまして、新規事業が２つございます。１つ目は、７、重度障害者大学等修学支援事

業でございます。大学等へ通学中、大学内での身体介護などのサービス提供により、重度障害者の方の

修学を支援するものでございます。 
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 ２つ目は、８、精神障害者の退院・居住支援コーディネート事業でございます。精神科病院入院者の

退院支援および安定した生活を送るための居住支援を行います。地域生活への移行支援および障害者の

相談拠点である地域拠点相談支援センターを委託する法人に同事業についての意向調査を行いまして、

会議で選定した結果、社会福祉法人福栄会に委託して実施することとなりました。 

 おめくりいただきまして、電子では１７９ページ、紙では２３ページ、ここからが社会参加支援事業

でございます。福祉タクシーや自動車燃料費助成券の交付、補聴器の助成を行うことで、生活圏の拡大

を図り、社会参加を支援するものでございます。 

 新規事業が３つございます。１つ目は、電子で１８０ページ、紙では２４ページの下段、（２）外出

困難な医療的ケア児者が医療型短期入所、ショートステイを利用するために必要なタクシー利用券、自

動車燃料費助成を行うことで、経済的な負担を軽減するものでございます。 

 ２つ目は、４、介護タクシー利用補助券の交付でございます。車椅子やストレッチャーなどを使用す

る障害者の方へ予約料等の補助をすることで、経済的負担の軽減を図ってまいります。 

 ３つ目は、おめくりいただきまして、電子では１８２ページ、紙では２６ページ、８、中等度難聴者

補聴器購入助成事業でございます。身体障害者手帳の対象とならない１８歳以上６５歳未満の方へ、補

聴器の購入や修理費用を助成することで社会参加を促すものです。これまでの対象者は１８歳未満の難

聴児と６５歳以上の高齢者でしたが、今年度から全年代へ拡大いたしました。 

 電子では１９２ページから、紙では３６ページから、障害者支援課所管の施設運営費でございます。

このうち今年度開設予定の新たな施設につきまして、ご説明させていただきます。 

 電子では１９７ページ、紙では４１ページをご覧ください。旧リボン旗の台店跡地障害者就労支援施

設でございます。内容は、区内障害福祉サービス事業所の自主製品の販売、共同受注窓口、集いの場所

等の運営で、９月開設予定でございます。障害者の方がお仕事を体験し、スタッフとして運営に従事す

るなど、就労につなげるための支援をしてまいります。現在、公募で委託事業者を選定中でございます。 

 電子では２０１ページ、紙では４５ページをご覧ください。大原児童発達支援センター運営費でござ

います。先ほど障害者施策推進課長よりご説明させていただいた大原児童発達支援センターの運営費に

なります。 

 おめくりいただきまして、障害児支援給付事務でございます。発達にご不安のあるお子さんが児童発

達支援、放課後等デイサービスに通う療育等の支援を行う制度でございます。今年度から、子育て支援

の観点から、区独自で利用料について無償化をしております。 

 ６、障害児区外特別支援学校の通学支援事業でございます。区外の都立特別支援学校のバス停まで送

迎に係る助成を行いまして、経済的負担の軽減を図るものでございます。 

○菅野高齢者福祉課長 

 それでは、資料をお戻りいただきまして、電子ですと３５ページをご覧いただければと思います。こ

こからが高齢者福祉課のページになります。 

 高齢者福祉課は、９係で構成されており、相談から介護保険サービスの導入、サービスの提供までが

一つの場で一気通貫で提供できる組織となっております。 

 また、介護人材不足に対応すべく、今年度より介護人材確保定着支援担当を新設しております。 

 それでは、事務事業概要の内容についてご説明をさせていただきますので、まずは、電子の資料では

３７ページ、紙の資料では３ページをご覧ください。 

 （１）高齢者の人口です。表をご覧いただければと思います。令和７年４月１日現在、６５歳以上の
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高齢者人口は８万６４７人と、前年より２０３人の減となっており、高齢化率は１９.４５％で、前年

より０.２６ポイント下がっております。 

 一方、７５歳以上は４万７,０６０人で、前年より９４０人増えており、今後も高齢者人口のうち

７５歳以上の占める割合が増えていく傾向となっております。 

 続きまして、（２）施策の考え方です。ここから電子４２ページ、紙では８ページまでが、第九期品

川区介護保険事業計画の内容を記載しております。 

 電子で３８ページ、紙で４ページをご覧ください。下のほうの囲み部分のところ、「地域包括ケアの

充実による地域共生社会の実現」を重点課題として掲げており、電子で３９ページ、紙で５ページの記

載の８つの推進プロジェクトを策定しております。 

 介護保険制度は、原則３年を１期とするサイクルで財政収支を見通し、事業計画を立てて運営を行っ

ており、適切な要介護認定や介護予防事業の充実等により、事業費、介護保険料の急増抑止を図るとと

もに、認知症高齢者施策の強化など、一層の在宅生活継続の支援強化を図ってまいります。 

 続いて、電子で４３ページ、紙では９ページをご覧ください。ここからは、地域福祉の推進、１、在

宅高齢者支援事業です。区内２０か所の在宅介護支援センターの実績を、次のページから３ページにわ

たって、直近３か年度の相談件数、ケアプランの作成件数を掲載しておりますので、ご覧いただければ

と思います。 

 次に、電子では４７ページ、紙では１３ページをご覧ください。（２）入院中の紙おむつ代助成事業

です。入院中に要した紙おむつ代を助成することによって経済的負担を軽減するもので、今年度より助

成限度額を月額５,０００円から６,０００円に引き上げ、さらに所得制限を撤廃しております。 

 続きまして、電子では４９ページ、紙では１５ページです。高齢者熱中症等予防対策事業です。例年、

普及啓発と戸別訪問の実施や避暑シェルターを確保し、在宅高齢者の熱中症予防に対応しております。

さらに、今年度新たに高齢者熱中症見守り宅配事業を予定しており、７５歳以上の高齢者がいる世帯を

対象に、スポーツドリンクなどの飲料を２回に分けて配達し、配達時にアンケートを行う予定としてお

ります。 

 続きまして、電子では５１ページ、紙では１７ページ、３、特別養護老人ホーム運営および施設支援

事業です。 

 （１）特別養護老人ホーム入所調整についてですが、特別養護老人ホームについては、各施設が直接

申込みを受けるというのが一般的ですが、品川区の場合は区が一括して受付をし、入所の必要性と優先

度合いを総合的に審査して、入所の優先順位を決定する仕組みとしております。年に２回、９月と３月

に開催しており、申込みや入所状況については記載のとおりです。 

 続きまして、電子で５４ページ、紙では２０ページです。４、福祉人材確保・定着事業、（１）品川

介護福祉専門学校修学資金貸付事業については、区はこれまでも、介護福祉専門学校に通う学生に対し

て授業料などを貸し付け、区内の指定施設で３年以上勤務すると返済を免除する措置を講じるなど、介

護人材の定着を図ってきました。 

 介護職員の確保・定着が喫緊の課題となる中、昨年度の新規事業として、電子６０ページ、紙では

２６ページの（７）介護支援専門員法定研修受講料補助事業や、電子６１ページ、紙で２７ページの

（８）①介護人材確保・定着支援事業の中の内容のところのイ、介護老人福祉施設・介護老人保健施設

における介護職員人材紹介料支援補助金については、紹介事業者を活用して、介護職員を雇用した場合

に係る紹介料を助成するなどしております。 
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 また、電子６２ページ、紙では２８ページの（９）品川区介護職員・介護支援専門員居住支援手当は、

区内事業所を運営する事業者において、その雇用する職員に対し月額１万円の手当を支給する場合に、

その支給に要する費用に対し補助金を支給しております。 

 さらに、今年度の新規事業としましては、電子では６５ページ、紙では３１ページの（１２）①外国

人介護人材雇用（就学）支援経費補助事業や、その下の②外国人向け日本語講座実施事業を行うことで、

外国人人材の受入れを支援してまいります。 

 続きまして、電子では６８ページ、紙では３４ページをご覧ください。ここからは、介護保険の各

サービスを掲載しております。 

 まず、電子で６９ページ、紙３５ページの介護保険給付件数の推移として、令和４年度から６年度ま

での３年間の保険給付の件数の推移を掲載しており、電子では７０ページ、紙では３６ページには、令

和７年３月３１日現在の第１号被保険者数、介護保険料の収納状況を記載しております。 

 続きまして、各サービスについてのご案内ですが、電子で７８ページ、紙では４４ページから、電子

８０ページ、そして、紙で４６ページまでが、利用者のご家庭を訪問してのサービス、訪問系サービス

が書かれております。 

 そして、電子で８１ページ、紙では４７ページ、そこから、電子で８４ページ、紙では５０ページま

でが、施設を利用してサービスを受けるものの掲載をしております。 

 さらに、電子で８５ページ、紙５１ページから、電子８８ページ、紙５４ページまでは、地域密着型

サービスを記載しておりまして、その次の電子９２ページ、紙５８ページから、電子９３ページ、紙

５９ページにおいては、施設サービスについてが記載されておりますので、それぞれご覧いただければ

と思います。 

 最後になりますが、電子９８ページ、紙では６４ページをご覧ください。（３）在宅介護者支援事業

です。要介護高齢者を在宅で介護する介護者を対象とした交流等を実施しております。 

 ケアラー懇談会については、今年度より、ケアラーの憩いの場に名称を変更しました。狙いとしまし

ては、懇談会ですと、何か話さなくてはならないと思ってしまう方もいらっしゃるということで、参加

者の方をより気軽に集える場となるよう、少し名称を変更するのと、やり方を創意工夫するなどして、

より多くの方に参加してもらおうと思っているところです。 

○樫村高齢者地域支援課長 

 それでは、私から、高齢者地域支援課所管の事務事業につきまして、ご説明させていただきます。 

 資料につきましては、電子では１０８ページ、紙では３ページをお開きください。 

 第１、認知症の人とともに生きる総合的な施策の推進でございます。 

 １、認知症の人の支援とケアの充実についてですが、行方不明高齢者等の早期発見のしくみづくり・

運用としまして品川くるみ高齢者見守りアイテム、認知症理解の一層の推進として認知症サポーター活

動の充実、家族・本人への支援として本人ミーティングやミーティングセンター等を記載しております。 

 なお、ページ中段のア、２つ目のダイヤマークのところにも記載しておりますが、高齢者等ＧＰＳ端

末機利用助成事業につきましては、これまでの初期登録料助成に加え、今年度より新たに６５０円まで

を上限に月額基本料金の助成を開始いたしました。 

 ページをおめくりいただきまして、電子では１１１ページから１１４ページ、紙では６ページから

９ページをお開きください。こちらは、３、認知症予防事業について記載をしております。 

 （１）脳力アップ元気教室についてですが、工作コースは過去の実績を考慮いたしまして、今年度よ
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り廃止をいたしました。逆に、令和６年度より開始しましたｅスポーツコースは、自主グループ化にも

つながり、令和７年度は会場や回数を増やすなど組替えを行い、より効果的な事業となるように内容を

見直しました。引き続き区民ニーズ等を的確に反映しながら事業の展開を行ってまいります。 

 続きまして、電子では１１５ページ、紙は１０ページをお開きください。第２、高齢者の社会参加支

援でございます。 

 １、高齢者活動支援事業についてですが、下段に記載しております⑥スマホを活用した介護予防サ

ポート事業につきましては、今年度より開始する事業でございます。高齢者の交流・ピアサポートアプ

リを提供するもので、高齢者の方が仲間と楽しみながら、外出や自主的な運動ができるように支援して

まいります。 

 次に、電子では１１６ページ、紙では１１ページの上段は、２、高齢者補聴器購入費助成事業でござ

います。令和５年７月より開始した事業でございまして、翌年度の令和６年度には所得制限を撤廃し、

対象者の拡大を行いました。さらに、今年度より助成額を大幅に引き上げ、上限を３万５,０００円か

ら７万２,４５０円までといたしました。引き続き高齢者の社会参加を促進し、介護予防や認知症予防

につなげてまいります。 

 続きまして、電子では１１６ページ中ほどから１２０ページ、紙では１１ページから１５ページにか

けましては、第３、高齢者の健康づくり・いきがいづくりでございます。高齢者の方がいつまでも生き

がいを持って元気に生活を送れるよう、高齢者作品展等をはじめとしました各種事業を展開しておりま

す。 

 なお、電子では１２０ページ、紙では１５ページの９、シルバーパス交付事務につきましては、東京

都の事業となっております。 

 続きまして、電子では１２０ページ中ほどから１２１ページ、紙では１５ページから１６ページにか

けましては、第４、高齢者クラブ等支援事業でございます。 

 １の高齢者クラブ運営助成においては、近年、クラブ数や会員が減少傾向にありますが、会員数によ

る助成金に加え、ボランティア活動回数に応じた助成を行い、各クラブのボランティア活動のインセン

ティブにつながる制度とし、クラブ活動がさらに活性化するよう支援しております。 

 続きまして、電子では１２１ページ下段、紙では１６ページをお開きください。こちらは、第５、シ

ルバーセンターの運営、次の電子で１２２ページから１２３ページ、紙では１７ページから１８ページ

にかけましては、第６、高齢者多世代交流支援施設の運営の記載がございます。 

 高齢者多世代交流支援施設の実績における延べ利用者数ですが、令和６年度は１５万９,３０８人と

なっており、令和５年度の１０万９,８０４人と比較しまして、急激に増加をしております。要因とし

ましては、今年度に北品川ゆうゆうプラザが開館したことに加え、コロナが感染症５類に移行され、利

用を控えていた方が徐々に利用を再開し始めたことが大きいと捉えております。 

 続きまして、電子では１２３ページ、紙では１８ページの中ほどには、第７、大井三丁目高齢者憩い

の場の運営の記載がございます。高齢者および多世代の区民の交流できる拠点として、また、介護予防

事業等を実施できる場として運営をしております。 

 次に、電子では１２７ページ、紙では２２ページをお開きください。電子では１２７ページから

１３３ページ、紙では２２ページから２８ページまでは、第８、高齢者住宅対策の記載がございます。

立ち退きなどで住宅にお困りの高齢者に、住まいの確保や居住水準の改善を図るものでございます。 

 １、高齢者住宅運営ですが、建設型、借上型と合わせまして、区内１０か所２１９戸がございまして、
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各住宅に管理人を配置するとともに、緊急通報設備などを設置し、入居者が安心して生活できるよう運

営をしております。 

 次に、２、高齢者住宅対策事業についてでございます。今年度より、次の３点について事業拡大を行

いました。 

 まず、①の住宅あっ旋事業についてですが、助成項目に家財の移送費、いわゆる引っ越し費用を新た

に追加しました。限度額は単身で３万円、世帯で５万円です。 

 次に、②の高齢者住宅生活支援サービス事業ですが、これまで高額な金額が契約時のハードルとなっ

ていた家財撤去および残置物処分費の預託金につきまして、今年度より区が４分の３を負担いたします。 

 次に、③の家具転倒防止対策助成につきましては、今年度より対象要件から所得制限を撤廃し、対象

世帯の拡大を行いました。対象世帯においては、２万円までを上限に、器具の購入および取付けの助成

を行います。これらの取組を総合的に展開し、住宅に困窮する高齢者に住宅を提供し、生活の安定と福

祉のさらなる増進を図ってまいります。 

 次に、電子では１３４ページ、紙では２９ページをお開きください。第９、介護予防・日常生活支援

総合事業でございます。 

 １、介護予防・生活支援サービス事業です。対象者は、要支援者および総合事業対象者で、介護予防

ケアマネジメントによりサービスを提供する流れとなっており、重度化の予防が主な目的でございます。 

 予防訪問事業および予防通所事業は、両者共に、介護事業者によるサービス活動Ａ、専門職による短

期集中サービス活動Ｃ、ボランティア主体によるサービス活動Ｂの３つにより構成されており、（１）

予防訪問事業は、①予防訪問事業、②生活機能向上支援訪問事業、③管理栄養士派遣による栄養改善事

業、④すけっとサービス事業、⑤柔道整復師による機能訓練訪問事業の５つの事業を、（２）予防通所

事業は、①予防通所事業、②いきいき活動支援プログラム、③はつらつ健康教室、④地域ミニデイ事業

の４つを実施し、おのおのの状態に合った適切なサービスがしっかりと提供できるよう、事業を展開し

ております。引き続き高齢者福祉課とも連携を密に図りながら、事業を進めてまいります。 

 続きまして、電子では１３７ページ、紙では３２ページをご覧ください。２の一般介護予防事業でご

ざいます。日常生活に必要な元気度を向上させることを目的とした事業でございます。 

 こちらは、６５歳以上の全ての区民を対象とした事業でございまして、（１）の運動系介護予防事業

は、８つの事業を実施しており、おのおののニーズや状態に応じた事業に誰でもが気軽に参加しやすい

よう、メニューを充実させております。 

 なお、①のカラダ見える化トレーニングにつきましては、利用者の申込み状況等を踏まえまして、今

年度より新たにダイヤ４つ目の体幹バランスクラスを追加いたしました。 

 引き続き区民ニーズを反映しながら、より効果的かつ効率的な事業となるよう展開し、高齢者の方が

いつまでも住み慣れた地域で元気に生きがいを持って生活を送ることのできるよう支援してまいります。 

○豊嶋生活福祉課長 

 私からは、生活福祉課の事務事業概要についてご説明申し上げます。 

 電子では、飛びます。２３０ページまでお進みください。紙では３ページをお願いいたします。生活

福祉課は、区民の皆様の生活をする上での最後のとりで、セーフティーネットとしての役割を果たす課

でございます。お金がない方に対して最低限の生活ができるよう、必要な支援を行っている課でござい

ます。 

 ３ページ、電子２３０ページの後段、生活保護費のところからご説明させていただきます。生活保護
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についてです。生活保護法という法律に基づいて、今実際に事務を行っております。 

 この保護法には大きく２つのことが書かれてございまして、例えば、４行目に、必要な保護を行うこ

と、最低限度の生活を保障すること、そして５行目、もう一つの役割として、自立を助長すること、こ

れが保護法に書かれている目的となっており、この法に従って我々は事務作業を行っているという課で

ございます。 

 次のページへお進みください。そこには生活保護の基本原理が書かれてございまして、これは１（１）

から（４）まで、それぞれ生活保護法の１条２条３条４条の内容でございます。 

 （１）国家責任、国が責任を持つこと。（２）第２条、無差別平等に保護をかけること。（３）最低

生活保障を行うこと。そして（４）第４条に書かれている内容でございますが、保護の補足性と申しま

して、これは何かと申しますと、２行目にございますとおり、能力、それから資産、その他あらゆるも

のを最低生活を維持するために活用し、そして、扶養義務者の扶養であったり、そのほかの法律で実施

している援護などが生活保護に優先して行われることと保護法に書かれております。つまり、ありとあ

らゆる手当であったり制度を駆使した上で、なおそれでも最低生活の基準に満たない方に、保護費とい

う形でお金を補填して、生活をしていただくというものでございます。 

 次のページ、電子では２３２ページになりますが、グラフがございます。これが保護費の決定方法を

簡単にしたものでございます。国が定めた最低生活費と比べて、ご自身で賄うことができる手当、世帯

収入等と見比べて、なお足らないものを生活保護費として支給するという仕組みとなってございます。 

 ページを電子では２３６ページ、紙では９ページまでお進みください。その間は手当の変遷が書かれ

てございますので、割愛させていただきます。保護の方法というところで、これは主に居宅のことが書

かれてございます。基本的には居宅保護、自分のおうちでの保護を原則としておりますが、かなわない

場合は、幾つか施設がございます。特に（２）番の更生施設と書かれているものは、品川区内にござい

まして、大井競馬場のすぐそばに浜川荘と呼ばれる更生施設がございます。こちらで、なかなか今は少

し生活が苦しいのだけれども、頑張ってお仕事ができるようになるまで支援をしていきますよと。簡単

に言うとそういった施設でございまして、これが品川区内に１つ、浜川荘という名前の更生施設でござ

います。 

 次のページへ進ませていただきます。紙では１０ページ、電子では２３７ページでございます。こち

らが品川区の現況でございます。一番上のグラフの右側です。令和６年度、昨年度の数字が書かれてご

ざいます。現在、被保護世帯は４,２４１世帯、被保護人員は４,７６５人。品川区の人口がおよそ

４１万５,０００人でございますので、保護率、そこに書かれてありますとおり、１１.６‰、いわゆる

１.１６％の方が保護にかかっているということが現状として言えます。 

 次のページでございます。電子２３８ページ、紙では１１ページです。その中でも廃止となる方がご

ざいます。一番大きな原因が、③番に書かれている死亡でございます。その次は、働き手による収入の

増加であったり、転出する方もおりますが、品川区内では死亡で廃止される方が一番多い現状となって

ございます。 

 電子では２４３ページ、紙は１６ページをご覧ください。もう一つ生活福祉課の大事な仕事でござい

まして、生活保護になる前の方、いわゆる生活困窮者の方へ適切な支援を行うものがございます。生活

困窮者自立支援事業という名の下に、平成２７年４月より、品川区では品川区暮らし・しごと応援セン

ターというものを造りまして、そこを中心に、必要な相談、それから支援を行っているところでござい

ます。専門の支援員が詰めております。 
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 電子２４４ページ、紙１７ページ、次のページでございます。そこには幾つかの事業が書かれてござ

いますが、例えば、（２）の住居確保給付金の支給と申しまして、家賃の補助を行うものがございます

が、こちら、今年度、令和７年４月１日より法律が変わりまして、家賃補助に加えて、条件を満たせば

という条件がつきますが、転居費用もお出しすることができるようになりました。国の法律で変更とな

りました。 

 ページめくっていただいて、電子２４５ページ、紙では１８ページになります。（６）居住支援事業

と申しまして、これはいわゆる自立支援センターという名の下に、住む場所を提供するものでございま

す。現在、これ、２３区で持ち回りで造っておりまして、この近辺では、現在、大田区が大田寮という

ものを造っておりまして、生活保護にかかる前の方をサポートするための居宅支援を行っている施設で

ございます。 

 なお、こちら、持ち回りでございまして、次回の設置場所が品川区となりまして、品川寮というもの

を設置予定でございます。令和１１年３月からとなります。これ、設置主体は全て東京都であり、特別

区人事・厚生事務組合が指定管理として行っていくものでございます。令和１１年から品川区にその順

番が回ってまいりまして、現在、浜川荘がございますそばに特別区人事・厚生事務組合の土地がござい

ます。そこに設置予定でございます。詳細はまだ決まっておりませんが、一応、令和１１年３月から設

置予定となってございます。 

 なお、暮らし・しごと応援センターの現在相談件数が、その下に書かれてございます。令和６年度の

件数を見ていただきますと、５,８００件といって、若干減りつつあります。これは、令和３年４年、

コロナで一時的に数字がぼんと増えたものが通常の数字に戻りつつある、そういった過渡期のものでご

ざいまして、徐々に減ってきておりますが、通常どおりの数字というふうにご理解をいただければと思

います。 

 生活福祉課の事業は以上となります。引き続きどうぞよろしくお願いいたします。ご清聴ありがとう

ございました。 

○阿部健康推進部長 

 それでは、私から、健康推進部の事務事業の総括的な部分についてご説明を申し上げます。 

 お手元の冊子、健康推進部事務事業概要（保健衛生編）の１ページ、電子データですと５ページの組

織図をご覧ください。健康推進部は全部で８つの課で構成されておりまして、そのうち国保医療年金課

を除く７つの課は、地域保健法に基づき設置されている品川区保健所を兼ねております。 

 全体としまして、健康推進部は、妊娠中から高齢者の方まで、全ての区民の皆様の健康を様々な面か

ら守り、支援していくための事業を実施しているほか、感染症や災害医療対策等の健康危機管理を担当

する部署としての機能を担保してございます。 

 次に、電子データの６ページ、紙冊子２ページをご覧ください。本年４月１日現在の職種別職員配置

状況でございます。健康推進部の特徴として、職種が多岐にわたることがございます。 

 １枚おめくりいただきまして、電子データの７ページ、紙資料３ページ以降は、各課の事務分掌を記

載してございます。それぞれの課の事務分掌の内容につきましては、各課よりこれからご説明を申し上

げます。 

○勝亦健康課長 

 それでは、私から、健康課所管の事務事業についてご説明をさせていただきます。 

 まず、電子資料のほう、４ページへお戻りくださいませ。紙では１ページになります。健康課につき
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ましては、健康推進部長、健康推進部次長、健康課長を含め、４月１日現在で２３名、４係で構成され

ておりまして、部の庶務担当課として取りまとめ、調整等を行っております。 

 事務事業概要のほう、それぞれ事業の中で所管が入り組んでございます。ページが飛びますので、ご

容赦くださいませ。 

 電子のほうでは６８ページ、紙面では６４ページをお開きください。まずは、生活習慣病予防でござ

います。区では、令和２年度に品川区がん対策推進計画を策定いたしまして、がん対策を総合的、計画

的に進めております。昨年、令和６年度には最終年度を迎えまして、今年度から第二次計画へ改定して

ございます。 

 続きまして、お隣の次のページ、電子で６９ページ、紙面では６５ページ、こちら以降は、生活習慣

病予防対策の一環として、各種健康診査を実施しております。疾病の早期発見、早期治療の促進につな

がるよう努めてございます。 

 電子のほう、７２ページへお進みくださいませ。紙面では６８ページをお願いいたします。こちらか

らは、各種がん検診についてを記載してございます。区では現在、胃がんバリウム、胃がん内視鏡の

２種、それから、肺がん検診、大腸がん、子宮がん、乳がん、喉頭がん、前立腺がんの８種類のがん検

診を実施しており、その他、電子で８０ページ、紙面だと７６ページになりますが、がん相談・助成事

業ではがんの夜間相談や、次のページ、電子８１ページ、紙面では７７ページ、アピアランスケア事業

を実施しており、がん患者への相談支援の充実にも取り組んでおります。 

 次に、電子８５ページ、紙面で８１ページをお開きください。こちらから健康づくりでございます。

市町村健康増進計画でありますしながわ健康プラン２１に基づき、区民の健康寿命の延伸を図っており

ます。昨年度、こちらも計画の改定作業を行いまして、令和７年度から第二次計画として策定してござ

います。 

 電子の８７ページ、紙面８３ページからは健康センターになります。品川、荏原において、運動施設

の運営を中心に、健康増進の事業等を実施しております。 

 電子９０ページ、紙面８６ページにお進みいただきまして、健康づくり支援事業では、栄養に関する

事業ですとか、それから、９２ページまでお進みください。紙面８８ページでございます。しながわ健

康ポイントで、歩いた歩数などをアプリに取り込んでポイントをためていけるようにする仕組みなど、

運動を始めるきっかけづくりなどを行っております。 

 同様に、電子９３ページ、紙面８９ページでございます。今年度は、区のウォーキングマップのリ

ニューアルに取り組み、歩くという運動に気軽に取り組み、健康増進や地域への愛着を一層深めていく

予定でございます。 

 続きまして、電子９７ページ、紙面９３ページをお開きください。母子保健でございます。 

 区では、子どもを望む夫婦の経済的負担の軽減を図るため、不妊治療医療費の助成を行っております。 

 このほか、妊産婦の保健では、９９ページ、紙面９５ページからの妊産婦健康診査、妊産婦の歯科健

康診査などを実施しております。 

 ページが飛びます。電子のほう１６４ページ、紙面では１６０ページをご覧くださいませ。こちら、

公害補償につきましては、公害健康被害の補償に関する法律に基づき、補償給付および公害保健福祉事

業を実施しております。 

 続きまして、１６８ページ、紙面では１６４ページ、大気汚染に係る健康被害者に対する医療費助成

の申請受付、こちらは東京都の事業でございますけれども、区は申請の受付、審査、医療券の交付など
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の事務を行っております。 

 次に、お隣のページになります。石綿による健康被害の救済給付受付でございます。アスベストによ

る健康被害の救済給付のための申請について、環境再生保全機構へ提出する書類の受付について、区で

経由事務を行っているものでございます。 

 最後に、電子１７０ページ、紙面で１６６ページになります。受動喫煙対策でございます。区では、

令和２年４月より全面施行となりました改正健康増進法および東京都の受動喫煙防止条例に基づきまし

て、受動喫煙による健康への悪影響を未然に防止する様々な取組を実施しており、このほか、禁煙外来、

治療費の助成により、区民の禁煙促進を図っているところでございます。 

○髙山健康推進部次長 

 それでは、私から、地域医療連携課の事務事業概要についてご説明させていただきます。 

 恐れ入りますが、電子の６３ページ目、冊子の５９ページをお願いいたします。項目の９番でござい

ます。休日診療・小児（平日・土曜日）夜間診療になります。 

 初めに、休日診療です。こちらは、休日等における区民の医療不安を解消するために、休日における

診療体制を確保するものでございます。休日診療の体制といたしましては、内科、小児科、歯科、柔道

整復師による施術、それから調剤薬局という形で、それぞれ固定診療所あるいは輪番制で実施をしてい

るものでございます。 

 次に、小児の平日・土曜日、夜間診療でございます。こちらは、平日につきましては昭和医科大学病

院で、それから土曜日につきましては、第１・第３・第５土曜日は品川区医師会、第２・第４土曜日は

昭和医科大学病院でそれぞれ実施させていただいているものでございます。 

 おめくりいただきまして、冊子の６３ページ、電子の６７ページをご覧ください。項目の１０番でご

ざいます。かかりつけ医・歯科医・薬局制度促進でございます。それぞれ医師会、歯科医師会、薬剤師

会に委託をいたしまして実施しているところでございまして、区民が身近な地域で適切な医療を受けら

れるよう、医療機関等の紹介窓口を設置するとともに、各種の相談をお受けするというものでございま

す。 

 おめくりいただきまして、冊子の１６７ページ、電子の１７１ページをご覧ください。項目の２１番

でございます。地域医療連携です。 

 地域医療連携におきましては、コロナ禍の検証を踏まえまして、平時からの区内医療関係者との連携

が重要であるという区の認識の下、関係者同士の顔の見える関係の構築に努めてございます。 

 また、災害時医療救護体制につきましては、大規模災害が発生した際の対処として、医療救護活動を

円滑に進めるため、各種訓練を実施するものでございます。 

 最後、保健調整につきましては、災害時の保健活動の調整のほか、保健師の人材育成や関係機関連携

と専門的技術支援を行っているものでございます。 

○赤木生活衛生課長 

 引き続きまして、私のほうから、生活衛生課所管の事務事業についてご説明申し上げます。 

 恐れ入りますが、電子４ページ、紙面１ページまでお戻りください。組織図におきまして、上から

３つ目、生活衛生課でございますが、管理係として係が１つ、そのほか担当制を取っておりまして、医

薬担当、環境衛生担当、食品衛生担当、検査担当、栄養管理担当、合わせて１係５担当の体制で、衛生

面の管理が必要な施設の許可、監視指導などを通じて、暮らしの衛生の確保に関する業務を行っており

ます。 
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 各係、担当の分掌業務につきましては、電子で８ページ、紙面で４ページに記載しておりますので、

それぞれの業務についてご確認をお願い申し上げます。 

 次に、少し飛びまして、電子２２ページ、紙面でいうと１８ページをお開きください。２、衛生統計

および調査でございます。こちらは、保健衛生行政の企画や指針の策定、行政効果の判定などに必要と

なる調査を実施しているものでございます。 

 （１）人口動態調査は、出生・死亡・婚姻関係等の調査を行い、基礎的なデータとして、課題の検討

などに活用をしております。 

 各調査データにつきましては、電子２２ページから２６ページ、紙面で申し上げますと１８ページか

ら２２ページに記載がございますので、ご確認をお願い申し上げます。 

 次に、電子２７ページ、紙面２３ページをお開きください。（２）その他の統計調査でございますが、

一覧に記載の各種統計につきましても、それぞれの目的に応じて調査を実施しております。 

 次に、電子３２ページ、紙面２８ページをお開きください。（２）栄養士の活動でございます。栄養

士の活動は、区民の健康づくりのための栄養・食生活の改善、食品の栄養成分表示に関わる業務などを

行っております。 

 生活衛生課の業務でございますが、国民健康・栄養調査や特定給食施設、食品関連事業者等への指導、

栄養・食生活改善の普及啓発などの事業を、管轄の保健センターと連携して実施しております。 

 次に、電子で３８ページ、紙面で申し上げますと３４ページをお開きください。４、環境衛生でござ

います。環境衛生は、地域の環境衛生水準の確保と向上、良好な生活環境の保持を目的といたしまして、

関係法令に基づき、環境衛生関係営業施設の許認可および衛生指導、飲料水に関する検査指導、住宅宿

泊事業法に関する事務、ねずみやハチなどの衛生害虫の相談などを受け付けております。 

 環境衛生関係施設数や監視件数などにつきましては、電子３８ページから４３ページ、紙面で申し上

げますと３４ページから３９ページに記載がございますので、ご確認をお願いいたします。 

 続きまして、電子４４ページ、紙面で申し上げますと４０ページをお開きください。５、医薬衛生で

ございます。 

 まず、（１）医事衛生は、医療の安全と医療施設等の衛生水準の確保、区民への適正な医療等の提供

を目的に、関係法令に基づき、主に医療施設等の申請、届出の受理、監視指導、医療広告に関する相談

に加えて、一般の区民の方からの医療安全に関する相談などを受け付けております。 

 医療関係施設数や監視件数などにつきましては、電子４４ページから４５ページ、紙面で申し上げま

す４０ページから４１ページに記載がございますので、ご確認をお願いいたします。 

 次に、電子４６ページ、紙面４２ページをお開きください。（２）薬事衛生でございます。薬事衛生

は、医薬品等の品質、有効性、安全性の確保、区民の健康の保持を目的に、関係法令に基づき、薬局等

の開設許可や医薬品の管理に関する監視指導などを行っております。 

 薬事関係施設数や監視指導などにつきましては、電子４７から４８ページ、紙面で申し上げますと

４３ページから４４ページに記載がございますので、ご確認をお願いいたします。 

 次に、電子４９ページ、紙面で申し上げますと４５ページをお開きください。６、食品衛生でござい

ます。食品は、人の生命維持や健康増進という面で重要な役割を持つことから、飲食による被害の発生

の防止、健康の保護などを目的とした業務を行っており、関係法令に基づき、飲食店などの許可、監視

指導、食中毒対応、食品衛生の普及・啓発などを行っております。 

 食品衛生関係施設数や監視件数につきましては、電子５３ページから５７ページ、紙面で申し上げま
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すと４９ページから５３ページに記載がございますので、ご確認をお願いいたします。 

 次に、電子５８ページ、紙面５４ページをお開きください。７、獣医衛生でございます。 

 （１）狂犬病の予防等では、関係法令に基づき、狂犬病の予防接種、畜犬の登録、動物愛護の普及啓

発などを行っております。畜犬登録件数などの実績は、表７－１に記載がございますので、ご確認をお

願いいたします。 

 次に、（２）飼い猫（飼い主のいない猫）の不妊・去勢手術費等助成事業でございます。こちらは、

飼い猫の適正飼養に関する普及啓発や、捨て猫の野良猫化に伴う糞尿被害など、地域における様々なト

ラブルに関する相談対応などによる公衆衛生の確保を目的といたしまして、主に飼い主のいない猫の繁

殖を抑制するため、不妊・去勢手術費の一部助成を行っております。 

 また、飼い主のいない猫を地域で管理する共生モデル事業や、協力チームの取組に対する医療費助成

を行っております。 

 最後に、電子６０ページ、紙面５６ページをお開きください。８、検査業務でございます。品川第一

地域センタービル内の検査室で業務を行っております。検査室では、臨床検査や環境検査など様々な検

査を行っており、検査を通じて地域の保健衛生、環境の向上などを図るための科学的根拠となるデータ

を提供しております。 

 各検査の実績につきましては、次の電子６１ページから６２ページ、紙面で申し上げますと５７ペー

ジ５８ページに記載がございますので、ご確認をお願いいたします。 

○五十嵐保健予防課長 

 私から、保健予防課所管の事務事業についてご説明させていただきます。 

 １ページのほうにお戻りください。組織図の中段、保健予防課になります。保健予防係、予防接種担

当、こころの健康推進担当、感染症対策係、感染症保健担当の、２つの係と３つの担当制によって構成

されているところになります。 

 事業につきましてですが、紙で１１４ページ、電子では１１８ページをご覧ください。２）の母子保

健関係医療費助成です。 

 ①未熟児養育医療の給付、③自立支援医療（育成医療）の医療費助成、④療育給付、⑤小児精神病入

院医療費助成、⑥小児慢性特定疾病医療費助成、そちらの５つの部分を保健予防課のほうで担当させて

いただいているものになります。このうち⑥に関しましては、昨年度、品川区に児童相談所が移管され

ました関係で、令和６年１０月から区で実施しているものになってございます。 

 次のページ、１１５ページ、電子で１１９ページをご覧ください。３）小児慢性疾病児日常生活用具

給付事業になります。こちらに関しましては、小児慢性特定疾病医療費受給者証をお持ちの方に対しま

して、日常生活用具の給付を行っております。在宅で日常生活をする際に必要な日常生活用具を給付す

るような事業になっておりまして、例えば、たんを吸引する機械、人工肛門に使用するストーマなどの

給付を行っております。 

 次に、紙で１１６ページ、電子１２０ページをご覧ください。感染症予防です。 

 （１）結核以外の感染症対策、①患者発生時の対応です。感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律、通称「感染症法」に基づきまして、感染症の対応を行っております。医師の届出義務

がある感染症の患者が発生すると、医師から発生届が提出されます。これを受けまして、コロナウイル

ス感染症のときに実施していたように、ご本人様に連絡を取りまして、積極的疫学調査を行っています。

感染拡大予防のために、就業制限や入院勧告等を行う場合もございます。 
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 ②平常時予防対策、（ア）感染症発生動向調査ですが、感染症法に基づきまして、一類から五類およ

び指定感染症等の患者を診断した医師からの届出を受けまして、患者発生情報および病原体情報を収

集・分析し、東京都に報告し、ホームページで公表しております。 

 （イ）予防接種です。こちらは、予防接種法に基づきまして実施しているものです。予防接種は、個

人の感染予防はもちろんですが、接種率が高い場合にはその感染症の蔓延が抑えられるため、集団予防

にも寄与しておりまして、感染症対策の重要な役割を果たしているものです。 

 予防接種には、予防接種法に基づいた定期予防接種と予防接種法に基づかない任意接種がございまし

て、定期予防接種につきましては、対象年齢が政令等で規定されております。 

 定期予防接種のＡ類疾病につきましては、主に集団予防、重篤な疾患の予防に重点を置いており、接

種の勧奨を行っております。子どもの定期予防接種はＡ類疾病に当たりまして、自己負担なしで実施し

ているところです。 

 定期予防接種のＢ類疾病は、個人の発症もしくは重症化予防に重点を置いておりまして、こちらのほ

うに接種の努力義務はございません。高齢者の定期接種がＢ類疾病に当たりまして、インフルエンザ、

肺炎球菌、新型コロナウイルスと、今年度から帯状疱疹ワクチンが加わっているところです。 

 次に、紙で１１７ページ、電子で１２１ページ、③エイズ予防対策と④性感染症予防についてになり

ます。品川と荏原保健センターで、隔月交互に無料、匿名の検査を実施しているところです。 

 また、東京都が６月１日から６月３０日を東京都ＨＩＶ検査相談月間、１１月１６日から１２月

１５日を東京都エイズ予防月間としておりまして、この時期に合わせまして、ＨＩＶの即日検査をそれ

ぞれ１回ずつ土曜日に実施しているところです。 

 エイズに対する正しい知識の普及、啓発としまして、エイズ情報コーナーを開設したり、大学での普

及啓発なども行っております。 

 また、ここ数年、梅毒の報告が増えており、特に２０代の女性などで増加しているところです。妊婦

が感染すると、子どもが先天性梅毒になる危険がありますので、ＨＩＶ検査と同時に梅毒の検査を実施

し、啓発にも力を入れているところになります。 

 次に、紙で１３０ページ、電子データでは１３４ページをご覧ください。結核対策です。感染症法で

は二類感染症になっておりますが、以前は結核予防法に基づき対応していましたが、平成１９年に感染

症法に統合されているところです。 

 以前に比べまして、感染者数はかなり減ってきておりますが、令和６年の１年間でも品川区内で

２８名、結核の患者が発生しているところです。結核は治療でよくなりますが、結核菌がとてもゆっく

り増殖する厄介な菌のため、治療としては、複数の薬を最低でも６か月間飲む必要があります。そのた

め、服薬支援を行ったり、医療費の公費負担なども実施しているところです。また、感染拡大防止のた

め、感染させる可能性のある時期に患者と接触した方についての検診なども行っております。 

 次に、紙の１５５ページ、電子で１５９ページをご覧ください。自殺対策事業についてです。平成

１８年に自殺対策基本法が制定されまして、個人の問題と認識されていた自殺については、広く社会の

問題と認識されるようになり、国を挙げて自殺対策が行われるようになりました。品川区では、令和

２年に自殺対策計画を策定し、令和６年度に中間改定を行いました。区では、この計画に基づいて自殺

対策を行っているところです。 

 自殺対策基本法に基づきまして、自殺防止のための普及啓発、個別支援等に関して、関係機関および

民間団体等と連携し、区の自殺対策を総合的かつ効果的に推進するために、自殺対策連絡協議会を開催
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しています。 

 また、自殺予防啓発を実施しておりまして、インターネットの検索連動広告を活用した相談事業であ

るインターネットゲートキーパー事業、自殺未遂者による自殺の再企図を防止するため、未遂者自身お

よびその支援機関等に対し相談支援等を行う自殺未遂者支援事業、悩みのある人に気づき、声をかけ、

話を聞き、必要な支援につなげ、見守ることができる人材を養成するためのゲートキーパー養成研修、

自死遺族支援などを行っております。 

○石橋品川保健センター所長 

 私からは、保健センターにおける事業について説明させていただきます。 

 戻っていただきまして、電子では４ページ、紙では１ページ、令和７年度健康推進部組織図をご覧く

ださい。保健センターは、品川、大井、荏原の３保健センターで、住所を単位にしてそれぞれの管轄区

域を持っております。 

 管轄区域の詳細は、電子で１５ページ、紙で１１ページの（２）保健所、保健センターの概要に記載

をしております。後ほどご覧ください。管轄区域は分かれておりますが、相互に連携を図りながら事業

を進めております。 

 次に、電子で６ページから１０ページ、紙ですと２ページから７ページまでの、それぞれ職種別職員

配置状況、事務分掌を記載しております。保健センターは、一般事務職員のほか、保健師、心理職など、

専門職が複数配置となっております。 

 次に、電子では２８ページ、紙では２４ページ、３、保健衛生の相談・指導をご覧ください。 

 初めに、（１）保健師の活動です。保健師は、妊娠期、乳児から高齢者まであらゆる世代を対象に、

多様な事業に日々取り組んでおります。 

 また、それぞれの保健師が担当する地区を個別に持ちまして、家庭訪問、面接や電話などによる相談、

必要に応じて関係機関と連携をしながら、切れ目のない様々な支援を行っております。 

 次に、電子では３０ページと３１ページ、紙では２６ページと２７ページをご覧ください。こちらの

表とグラフは、令和６年度の保健師の個別援助活動状況をまとめたものになります。個別活動件数では、

昨年度に引き続き、精神保健分野の活動が最も多く、次いで妊産婦、乳幼児といった母子保健分野が多

い状況となっております。 

 次に、栄養士の活動についてです。電子では３４ページ、紙では３０ページの保健センターの業務を

ご覧ください。保健センターの栄養士は、食生活、栄養の面から、区民の健康の維持・増進を目的とし

て、離乳食教室、妊娠期の食事教室などを開催し、食事相談や支援等を行っております。 

 次に、電子では３５ページ、紙で３１ページの（３）歯科衛生士の活動をご覧ください。保健セン

ターの歯科衛生士は、乳幼児健診時の歯科相談をはじめ、関係各課とも連携をし、区民の生涯にわたる

歯と口腔の健康保持・増進を目的とした、ライフステージに応じた事業を実施しております。 

 次に、大分飛んでいただくことになりますが、電子では９７ページ、紙では９３ページをご覧くださ

い。こちら、１３、母子保健になります。保健センターの母子保健事業では、妊娠期から産後、乳幼児

期の親子に対する支援が主な内容となっております。 

 次に、電子で１０３ページ、紙では９９ページの５）出産・子育て支援をご覧ください。しながわネ

ウボラネットワークの一環として、妊娠・出産・育児の切れ目のない支援を行っております。 

 ①の妊娠期からの相談事業ですが、従来からの妊婦全員を対象とした、妊娠初期における助産師や保

健師の専門職の面談と、令和５年９月から開始した妊娠８か月頃の面談を実施することで、妊娠期の
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様々な相談に応じております。 

 また、電子では１０２ページ、紙では９９ページから１００ページにわたる産後ケア事業になります。 

 大変申し訳ありません。ここで２点修正をお願いいたします。電子で１０４ページ、紙で１００ペー

ジの産後ケア宿泊型実施状況、表の１３－８になります。令和６年度５７２件と記載があるのですが、

こちら、６０４件が正しい件数になりますので、よろしくお願いいたします。 

 もう１点です。産後ケア（訪問型）の実施状況、表１３－１０になります。こちら、令和６年度が

７８８件と記載がありますが、正しくは７７３件となります。こちら、冊子のほうはしっかり修正をさ

せていただく形になります。今回、口頭での説明で大変申し訳ありませんが、よろしくお願いいたしま

す。 

 では、説明に戻らせていただきます。こちらの産後ケア事業ですが、助産師による産後の心身のケア

や育児サポートを提供することで、子育ての不安を解消し、安心して子育てをしていただくことを目的

に、②から⑥に記載の各種産後ケアを実施しております。 

 令和６年４月からは、利用要件の緩和、利用回数の増加、自己負担額の軽減などを図り、より利用し

やすく大幅に拡充を図りました。その結果、令和５年度に比べ令和６年度は、どのタイプも３倍以上利

用件数が多くなっております。 

 また、令和７年度もさらなる拡充を図り、既に４月５月は多くの利用者の方にご活用いただいており

ます。 

 続いて、電子では１０５ページ、紙では１０１ページの、０歳児見守り・子育てサポート事業「見守

りおむつ定期便」です。こちらは、令和５年１１月から開始し、令和６年度は通年にわたり実施をさせ

ていただきました。１歳になるまで定期的に同じ支援員の方が現在ご家庭を訪問し、子育ての不安や心

配などのお伺いをしております。利用者の方からは、同じ支援員の人が来てくれるので相談しやすいな

ど、好評の声をいただいております。 

 次に、電子で１０８ページ、紙で１０４ページ、乳幼児の保健をご覧ください。生後４か月までの全

ての乳児を対象に、助産師、保健師等が家庭訪問を行い、相談や助言による親の育児不安の解消、地域

の子育て情報の提供を行っております。また、要支援家庭の把握を行い、その後の支援を継続して行っ

ております。 

 そして、電子では１１０ページ、紙では１０６ページをご覧ください。４か月児健康診査から始まる

乳幼児健康診査についてです。区では、４か月児、１歳６か月児、３歳児健診を各保健センターで実施

しております。保健センターの健診は、小児科医師による健診のほか、歯科医師や心理相談員などを配

置し、健診と同日に専門相談に対応しております。 

 続きまして、電子では１４８ページ、紙では１４４ページをご覧ください。（３）在宅難病患者・家

族療養支援事業ですが、保健センターでは、難病患者やその家族を支援するため、講演会、療養教室な

どの在宅療養支援事業を実施しております。 

 最後になりますが、電子では１５１ページ、紙では１４７ページをご覧ください。精神保健福祉分野

では、区民の心の健康づくりのため、こころのセルフケア講習会や、地域精神保健サポート講演会など、

様々な事業を実施しております。 

 また、保健センターでは、精神科専門医による症状に対する不安や対応方法などの相談を受けており

ます。 

○山下国保医療年金課長 
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 私からは、国保年金課の事務事業についてご説明させていただきます。 

 恐れ入りますが、事務事業概要の社会保険編という別のファイルになりますが、ご覧いただければと

存じます。 

 電子では２ページになります。国保医療年金課では、国民健康保険事業、国民年金事業、後期高齢者

医療制度事業を、電子で４ページ、紙面で１ページですが、９つの係で行っております。 

 それでは、電子６ページをお開きください。紙面３ページになります。１、国民健康保険事業でござ

います。 

 （１）制度の概要ですけれども、国民健康保険は、被用者を対象としました健康保険や、後期高齢者

医療制度等に加入されていない方を対象にした保険制度で、平成３０年度から都道府県が財政運営の責

任主体となっております。 

 また、昨年、令和６年１２月２日より、従来の健康保険証は発行されなくなり、マイナンバーカード

に健康保険証の利用登録をするマイナ保険証を基本とする仕組みに移行いたしました。 

 品川区国保の保険証は、本年９月３０日に有効期限を迎え、有効期限が切れた後は、マイナ保険証か

資格確認書により医療機関等での受付をしていただくことで、保険診療等をお受けいただきます。 

 区では、マイナ保険証をお持ちの方には資格情報のお知らせを、マイナ保険証をお持ちでない方には、

資格確認書をそれぞれ世帯主の方に、来月７月中旬以降に発送できるよう、準備を進めております。 

 （２）被保険者につきましては、隣のページ、被保険者の加入状況と推移に記載してございますが、

令和６年度末現在、被保険者数は６万１,３４０人となっております。 

 続いて、電子７ページから１３ページ、紙面では４ページの中段から１０ページにかけてですけれど

も、（３）保険給付の説明となっておりまして、被保険者の方がけがや病気になった際に、保険者とし

て療養の給付、高額療養費、出産育児一時金、葬祭費などの支給を行っているところでございます。 

 続いて、電子１３ページ、紙面１０ページの中段、（４）保険料では、国民健康保険料としまして、

①医療給付費分保険料、②後期高齢者支援金分保険料、③介護納付金分保険料を合算した金額を納付い

ただいております。 

 保険料は、所得に応じて負担する所得割と、被保険者が均等に負担する均等割で構成されておりまし

て、それぞれに賦課限度額と保険料率等があり、こちらにつきましては、電子で１４ページ、紙面

１１ページの３）保険料率に記載のとおりとなってございます。 

 また、その下、６）から８）にありますように、低所得者の世帯や未就学児がいらっしゃる世帯に対

する減額賦課や、災害時で生活に困窮し保険料の納付が困難になった方に対する減額免除等を行ってお

ります。 

 少し飛びますが、続いて、電子１８ページ、紙面１５ページ、（８）国保基本健診・国保保健指導で

ございます。国保基本健診につきましては、４０歳以上の方を対象に、メタボリックシンドロームに着

目した特定健診を実施しております。 

 国保保健指導は、健診結果から生活習慣病の有病者予備軍と判定された方に、生活習慣病予防や生活

習慣改善に向けた支援を行ってございます。 

 続いて、電子で２２ページ、紙面１９ページの最上段ですけれども、４）７３（ナナサン）歯科健診

につきましては、今年度新たに実施いたします。 

 恐れ入ります。少し飛びますけれども、電子で２４ページ、紙面２１ページにお進みいただきまして、

２、国民年金事業でございます。国民年金は、主として自営業を対象として発足したもので、現在、財
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政や管理運営は国が担い、業務運営につきましては日本年金機構が行っております。 

 区では、第１号被保険者の加入や、年金受給申請などの諸届出の受付、保険料の免除や学生納付特例

申請受付のほか、特別障害年金などの請求関係の窓口での相談を行っております。 

 電子で３０ページ、紙面２７ページですけれども、（３）保険料につきましては、保険料額について

記載のとおりでございまして、電子で３３ページ、紙面３０ページの（４）給付につきましては、電子

３５ページ、紙面３２ページ、２）支給金額に記載のとおり、老齢基礎年金については、年額８３万１,

７００円、月額６万９,３０８円となってございます。 

 先にお進みいただきまして、電子で４３ページ、紙面は４０ページになります。３、後期高齢者医療

制度でございます。こちらの制度は、高齢者の医療費を中心に国民の医療費が増大していく中、高齢者

世代と現役世代の負担を明確にし、公平で分かりやすく、医療保険制度を安定的に運営することを目的

に、平成２０年４月に創設されたものでして、電子では４４ページ、紙面４１ページ中段ですけれども、

４月１日時点の被保険者は４万５,８７４人でございます。 

 先ほどの国民健康保険と同様、保険証につきましては、マイナ保険証を基本とする仕組みに移行して

いる中、後期高齢者の被保険者の皆様がお手持ちの保険証の有効期限が来月７月３１日までとなってお

ります。こちらにつきましては、後期高齢者医療制度において、全ての被保険者に対して資格確認書を

交付する準備が進められているところでございます。 

 （３）後期高齢者医療の給付につきましては、国民健康保険と同じように、療養の給付、高額医療費

などがございまして、こちらの本人負担額は、所得に応じて１割２割３割などの負担となってございま

す。 

 電子で４９ページ、紙面４６ページにお進みいただきまして、（４）保険料は、１）保険料の基本的

な枠組みにお示ししてございますとおり、医療費の本人負担分を除く部分の５割を国や市町村が負担し

まして、残りの４割をその他医療保険制度からの支援金、そして、残りの１割部分を保険加入者からの

保険料で賄うという形になってございます。 

 こちらも国民健康保険と同様に、所得に応じて負担する所得割と、被保険者が均等に負担する均等割

で構成されておりまして、こちらについて、２）保険料算定に記載のとおりとなってございます。 

 また、低所得者世帯に対する減額賦課や、災害等で生活に困窮し保険料の納付が困難となった世帯に

対する保険料の減免を行っております。 

 最後に、電子で５１ページ、紙面４８ページ、（５）保健事業では、生活習慣病の早期発見と介護予

防を目的とする、１）後期高齢者健康診査と、７６歳から８０歳の方を対象とした、２）後期高齢者歯

科健診を行っております。 

 また、電子５３ページ、紙面５０ページの４）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施につきまし

ては、高齢者の生活の維持や健康寿命の延伸を目指しまして、令和５年度から取組を開始しております。 

 以上で国保医療年金課の事務事業概要の説明が終わりまして、両部の事務事業概要の説明については

以上でございます。 

○田中委員長 

 ありがとうございました。 

 説明が終わりました。これより説明に対する質疑に入りたいと思いますが、その前に、委員の皆様に

ご案内させていただきます。 

 既に理事者の皆様にはご対応いただいておりますが、今期の子ども若者支援・共生社会推進特別委員
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会に、若者に関することおよび重層的支援体制に関することが調査事項として付託されております。 

 若者に関することでは、自立・社会参加、相談、居場所、孤独・孤立などについて、また、重層的支

援体制に関することでは、属性を問わない相談支援体制、社会参加支援などについて調査・研究されて

いく予定でございますので、それらに関しましては、今後、当特別委員会で議論されることが適当であ

ると考えております。 

 したがいまして、今申し上げました点を踏まえた上で、事務事業概要についての質疑を行っていただ

きたいと思います。 

 それでは、ご発言を願います。 

○あくつ委員 

 ご説明ありがとうございました。委員長に確認で１点、今回、特別委員会の中で、まちづくり・公共

交通推進特別委員会のところで大井町のまちづくりということが入っているのですけれども、大井と八

潮。議会運営委員会でも何度か確認をしたのですけれども、その中に地域の医療連携というものも項目

に入れてあるはずなのですが、それについては当委員会で議論してもいいということでよろしかったの

かどうかが１点。先ほどそのご指摘がなかったのでというところです。これは議会運営委員会で何度も

確認したので、そこを確認させてください。 

 それと、中身で１点だけ聞かせてください。これ、会派から言われているので。今、結構問合せが来

ていて、先ほどご説明があったマイナンバーカードの保険証の機能なのですけれども、先ほどのご説明

だと、今年の９月に保険証の期限が来るので、今、資格確認書の交付の準備をされていらっしゃるとい

うことでしたけれども、これはどういう方に交付をして、つまり、マイナンバーカードを持っていない

方、あとは、保険証機能としてのそういうものを持っていない、機能をつけていない方ということ、そ

の方については品川区から送ると。報道等で、これは他区の中で幾つか、全ての方に送るというような

ことを報道しているところがあったのですけれども、区民から結構複数問合せが来ているので、そこに

ついてもう少し詳細に、時期と、どういった方に交付をするのか、もう一度教えてください。 

○田中委員長 

 ありがとうございます。 

 では、最初の、すみません、まちづくり・公共交通推進特別委員会での八潮地域と大井町の医療連携

に対して確認をいたしますので、確認が取れ次第、ご案内をさせていただきます。 

 続いて、マイナンバーカードの資格書についてですね。 

○山下国保医療年金課長 

 ただいまご質問いただきました、マイナ保険証を基本とする新たな仕組みに基づく資格確認書等の送

付という点についてお答え申し上げます。 

 基本的に、マイナ保険証ご利用の方に対しては、既に保険証の情報がマイナンバーカードに登録をさ

れていらっしゃるところから、資格情報のお知らせというもののご通知を予定しております。 

 他方で、マイナンバーカードをまだマイナ保険証としてご利用でいらっしゃらない区民の方に対しま

しては、資格確認書というものをお送りすることを考えてございます。今、こちらは国民健康保険に関

する部分のお答えになります。 

 他方で、後期高齢者医療制度におきましては、国のほうでもいろいろとご検討された中で、マイナ保

険証をご利用の方もそうでない方も、資格確認書というのはお送りするというようなことで確認をされ

ておりまして、７５歳以上の区民の皆様には資格確認書をご郵送させていただくというようなことで準
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備を進めているところでございます。 

○あくつ委員 

 ありがとうございます。先ほど時期、ごめんなさい、７月とおっしゃっていましたか。時期と、あと、

ボリューム、どれぐらいの数の方、先ほどおっしゃっていたと思うのですが、ごめんなさい、聞き取れ

なかったので、書き取れなかったので、もう一度、対象の方がどれぐらいいるのかということと、送付

の時期について教えてください。 

○山下国保医療年金課長 

 答弁漏れで失礼いたしました。時期につきましては、国民健康保険のほうにつきまして、令和７年

７月中旬以降を目途に送付を予定してございます。国民健康保険につきましては、有効期限が令和７年

９月３０日までということで、今現状でお手持ちの被保険者証はご利用いただけるのですけれども、今、

段取りとしましては、７月中旬を目途ということで進めてございます。 

 後期高齢者医療制度におきましては、被保険者証の有効期限自体が７月末というところなのですけれ

ども、こちらにつきましても、おおむね時期としては同様で、７月中旬頃になろうかというところで、

今現状、準備を進めております。 

 後者の後期のほうにつきましては、先ほど申し上げたように、全区民、今の被保険者数全ての方とい

う形になるのですけれども、国保におきましては、おおむね半々ぐらいの方に資格情報のお知らせと資

格確認書をお送りするような形で、今準備を進めているところでございます。 

○あくつ委員 

 ありがとうございました。 

 本当に細かくてごめんなさい。最後のところの半々というのは、人数とかというのは分かるのですか。 

○山下国保医療年金課長 

 失礼いたしました。少しもちろん国保に加入されるタイミングですとかで人数に増減は生じるところ

ですけれども、おおむね令和６年度末時点で６万１,３４０人の方が被保険者という中で、手元に今、

数字が正確にないところはございますが、約５割を少し超える、５５％に満たないぐらいの方と、

４５％強ぐらいの、１００から引いた数字というところが発送数になりますので、おおむね３万を超え

る数字の資格情報のお知らせと、３万を少し欠ける程度、２万後半の数字の資格確認書の送付というこ

とで予定をしているものでございます。 

○あくつ委員 

 ありがとうございました。 

○田中委員長 

 ほかにございますでしょうか。 

○鈴木委員 

 今の資格確認書の件なのですけれども、今日の新聞記事というところでも配られて、また、これも報

道もされていますけれども、世田谷区と渋谷区が全国保加入者に資格確認書を交付するという方向が出

されて、それが国会のほうでも、厚生労働委員会で大臣が、これは自治体の判断ということで答弁をさ

れたということで報道されているところなのですけれども、私はぜひ、今本当にマイナ保険証にひもづ

けした方も、実際に保険証で使っているという方がすごく多いと思うのです。そういう中で、どれくら

いマイナ保険証の利用率になっているのかというのが分かったら教えていただきたいのと、ぜひ品川区

としても、渋谷区や世田谷区のように、全ての国保加入者に資格確認書を交付していただきたいと思う
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のですけれども、そこら辺のところは検討はされたのか。ぜひそうしていただきたいと思うのですけれ

ども、いかがでしょうかということでお願いします。 

○山下国保医療年金課長 

 まず、２点ご質問いただいたかと思うのですけれども、１点目の、品川区国保でのマイナ保険証の登

録の率というところは、先ほども申し上げましたけれども、５０％を上回る、おおむね１月現在で

５３％というようなところで確認をしているところです。 

 このうち、実際に受診に際して利用された方というところになりますと、おおむね２割程度から

２５％ぐらいのところになってまいります。 

 もともとのこちら、資格確認書ですとか資格情報のお知らせの取扱いにつきましては、マイナ保険証

を基本とする仕組みに昨年１２月より変わった中で、基本的にはマイナ保険証をご利用いただくのだけ

れども、それが難しい方に対しては、まだ登録の未済である方も含めまして、資格確認書というような

形で、法律の条文上も例外的な取扱いとなっているところです。 

 先ほど委員がご紹介をされた厚生労働大臣のご発言につきましても、私も報道ベース等で知るところ

にはなりますけれども、国としては、あくまで一律に交付するというようなものではないのではないか。

そのようには考えていないというところはおっしゃられつつ、今ご例示のあった区等の動向から、それ

がまさに法令に違反するものではないという趣旨で判断を尊重するといいますか、全く許容されないも

のではないといった趣旨でご発言されたと受け止めております。 

 実際に今のルール、新たな仕組みの中では、マイナ保険証の利用をこちらとしてもお勧めしていくと

ころはございますので、当然、資格情報のお知らせと資格確認書と適切に対応していきたいと思ってお

りますし、先ほど冒頭にご質問いただいた趣旨の中にも、恐らく区民の方からのお問合せというところ

では、いわゆる配慮を必要とされる方に対してはより丁寧な対応が必要だというところだと思いますの

で、こちら、資格情報のお知らせをお送りする段でも、区民の皆様への周知について工夫を図ってまい

りたいと考えてございます。 

○鈴木委員 

 本当に現場ではすごく大変なトラブルが起こっているというのは、全国保険医団体連合会の先生方か

らも、毎回毎回、様々な調査も行いながら指摘をされているところで、実際に地域の方からも、マイナ

ンバーカードを持ち歩きたくないという要望もいただいています。 

 そういうところで、ひもづけされた方が、それを取り消すということもできますということもぜひ周

知をしていただきたいということと、本当に現場では混乱するので、実際に登録をしていても使わない

というのが現実問題として起こっている状況だと思うのです。 

 そういう中で、資格確認書が発行されれば、今までの保険証と変わりなく使えるということなので、

これは既に渋谷区や世田谷区でそのような交付がされているということですので、品川区としても資格

確認書をぜひ交付していただきたいということで、強く要望をしておきたいと思います。 

 あと、ほかのところで質問させていただきたいのですけれども、まず、福祉部の一番初めの組織のと

ころなのですが、今回のところで、人数的にも福祉部のところで体制強化がされていると思うのですけ

れども、それから、新たに設置された担当というのもあると思うのですが、例えば、障害者就労支援担

当というところも新たに設置されたのではないかと思うのですけれども、それと介護人材確保定着支援

担当、それも新たに設置されたのかと思うのですが、そこのところがどんな思いで設置されたのかとい

うことと、体制強化したところはどういう思いで体制強化されているのかということも伺いたいと思い
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ます。 

 それと、高齢者福祉課の中で、介護認定係というのが５人ということで変わりないのですけれども、

今、介護認定が、１か月で調査をして、認定を出すというのが基本になっていると思うのですが、それ

がすごく今２か月以上かかるという状況になっていると思うのですけれども、そういうところでは課題

は何なのか。私は体制強化が必要ではないのかという思いがしているのですけれども、その点について

はどう考えられるのかについても伺いたいと思います。 

○松山障害者支援課長 

 まず、私から、障害者支援課に障害者障害者就労支援担当という新たな担当を設置いたしました。そ

の背景ですけれども、この間、超短時間就労や、超短時間雇用促進事業や、地域自立支援協議会等でも、

就労支援部会等でも、かなり働きたい障害者の方が非常に多くいらっしゃるということが分かりました。

また、そのニーズに応えるために、また、今年度、国の制度でも就労選択支援という新たな制度が始

まってまいります。そのため、障害者支援課としても、働きたい障害者の方がご希望に沿って就労が実

現できるように支援するために、障害の就労支援担当を新たに設置したものでございます。 

○菅野高齢者福祉課長 

 私からは、介護人材確保定着支援担当が新設された意図というところなのですけれども、今後、高齢

者の人口は増える一方、生産年齢人口のほうは減少していくと予想されております。そういった中で、

介護職員の確保、定着は喫緊の課題となっております。 

 これまでも、区内としては、介護学校に通う生徒などの授業料貸付け等をしまして、介護人材のほう

にはいろいろと居住支援手当を支給するなど、力を入れてまいりましたが、それぞれの所管が高齢者福

祉課の中で係が分散していたところもございまして、それを一つの係でしっかりと新設のポストをつく

ることによって、しっかりと一体的な事業推進を図っていきたいという思いを込めて、この新しいポス

トを新設した次第であります。 

 あと、もう一つ、認定の係についてということで、こちら、５人となっているのですが、実際は４月

１日現在の現員ということになっておりまして、育児休暇中の職員が復帰をしたので、職員的には６人

で今体制でやっているのが実情です。 

 内容、人員的には、昨年度と同じ人員体制で行っておりますが、委員おっしゃるとおり、確かに制度

的には、３０日以内に申請をしてから判定を出すというような形になっております。ただ、実態として、

今現在、品川区の場合ですと、４０日から４５日ぐらいという形で聞いております。１か月半ぐらいと

いうところでしょうか。 

 他区の、全国平均とかも見ますと、同じような日数ということで、３０日を過ぎる場合にはお知らせ

をさせていただくということが決まりとなっておりますので、しっかりとお知らせをさせていただくこ

とと、あとは、緊急的にサービスが必要な場合には、ケアマネジャーのほうで暫定プランという形で対

応はさせていただいておりますので、そのような形で対応させてもらっております。 

 しかしながら、少しでも早く認定を出すということはすごく大事なことだと思っておりますので、体

制強化を図りつつ、少しでも早く認定が出せるようには努めていきたいと思っているところです。 

○鈴木委員 

 ほかは体制強化をここのところはしましたというのはないものなのかどうなのかということと、それ

から、２ページのところで、会計年度任用職員というのは、これは常勤換算の人数ということで考えて

いいのかという点についても伺いたいと思います。 
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 あと、引き続いて伺いたいと思うのですけれども、福祉計画課の３ページのところなのです。長寿お

祝い金のことで伺いたいのですけれども、長寿お祝い金は前年度でかなり陳情とかも出されて、やはり

継続してほしいという意見がこの委員会の中でもすごく多数出されて陳情は廃止して、その分を減税し

てくれという陳情に対して、その陳情は駄目だよということで不採択で、長寿お祝い金は今までどおり

補助を継続してほしいというのが多くの委員の意見で、その陳情に対して不採択というのが続けて行わ

れたわけなのですけれども、この３ページを見ると、区では今までどおりやるけれども、社会福祉協議

会が区と同一の年齢を対象に祝金の贈呈を行ってきたけれども、今年度から１００歳しか対象にしない

ということに変えたとここで書かれていたので、少し驚いたのですけれども、社会福祉協議会でやって

いたとしても、品川区とは別の団体なので、区としては廃止するつもりはありませんということでずっ

と言われてきて、区としては廃止しないという方向で、今までどおりやっていくということなのですけ

れども、逆に、社会福祉協議会のほうが１００歳しか対象にしないでほかを削ってしまったということ

になると、区民からとってみると、削られたということになると思うのですが、これは社会福祉協議会

が決めたことということで、区としてはこれに対してはどう考えられているのかということと、社会福

祉協議会は社会福祉協議会で決めるということで、多分、区としてはそのような答弁になるのかと思う

のですけれども、社会福祉協議会に対してはかなりの補助金も出していますし、職員としても社会福祉

協議会にかなり派遣をしていたりとかということで、区と一体となって様々なサービスも行っていると

いうのが社会福祉協議会だと思うのですが、そういう中で、私はこれを本当に削られたというのはがっ

くりなのですけれども、これに対しては区としてどう考えられているのか。 

 それから、この削ったことでどれぐらいの削減になったのか、そのことも分かったら教えていただけ

たらと思います。 

○東野福祉計画課長 

 私からは、まず、組織のところの体制強化のところ、福祉計画課のところも説明したと思っていたの

ですけれども、再度説明させていただければと思います。 

 まず、施設担当というところでございます。こちらの係につきましては、施設計画担当、特別養護老

人ホームや認知症グループホームを造る係と、それから、法人の指導検査をしている担当、こちらが実

質職員１人の係で、週１日の会計年度任用職員をつけているというような係でしたので、体制について

は、施設計画担当と指導担当をつけて、いわゆるマンパワーの充実というところ、それから、休暇など

も取りやすいような体制にという部分、あとは、組織的にどうしても社会福祉法人への指導等で関係し

ている部分がありますので、そういった効率性を見て一緒にしたというような形のものでございます。

また、人数のほうも若干増えております。 

 また、民生委員担当につきましても、今年、一斉改選の事務等がございまして、人数等も増えている

というような状況でございます。 

 それから、会計年度任用職員ですが、今お話ししましたとおり、指導担当の会計年度職員、週１日と

いうような状況でございます。 

 また、例えば、福祉計画課、あと２人、会計年度職員がいるのですけれども、こちらにつきましては、

週４日というような状況でございます。 

 ほかにつきましては、各課のほうからという形になりますと、なかなか長くなると思いますので、個

別にお聞きいただければと思います。 

○鈴木委員 
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 常勤換算ではないということですね。分かりました。 

○東野福祉計画課長 

 常勤ではないと捉えていただければと思います。 

 それから、長寿お祝い事業でございます。区のほうでは、昨年度と同様に継続をしていくという形で

ございますが、社会福祉協議会につきましては、１００歳の方のみを対象とするということで伺ってお

ります。社会福祉協議会の運営の状況とかがかなり大変厳しいという状況から、このような判断をされ

たと聞いておりまして、区としては、区と足並みをそろえていただければというような要望は持ってい

たのですけれども、社会福祉協議会のご判断ということで、これは致し方ないと思っているところでご

ざいます。 

 社会福祉協議会と今後もこちらについて区といろいろ調整しながら、配付方法などにつきましても、

令和７年度については対応していきたいと思っているところです。 

○田中委員長 

 ほかにございますでしょうか。 

○吉田委員 

 細かいあれになってしまうかもしれないのですけれども、それでためらっていたのです。事務事業概

要の説明なので。障害者支援課の７ページ、紙の７ページで、５番の地域自立支援協議会および福祉カ

レッジのところで、地域自立支援協議会というのは、私が議員になった頃はなかなか傍聴もできなかっ

たし、なかなかどういう実態かが分からなかったのですけれども、最近は私たちも傍聴もできるし、そ

れから、資料も頂けるようになって、当事者の参加もあって、すごくよくなったと思っているのですが、

これが３回で、予算も３２８万９,０００円。 

 それに比べて、次の医療的ケア児支援関係機関連絡会も、これ、重要な連絡会だと私は認識している

のですけれども、こちらのほうには委員構成とか詳しいあれがあまり書かれておりませんし、去年傍聴

したので何となくあれは分かるのですが、１年間でどのように進めていくかというのが書かれるのがこ

の事務事業概要だと思うのですけれども、その辺のことが書かれていないというのはどういうことなの

でしょうかというのを率直に聞きたいです。 

 というのは、たしかこれ、１年間で２回ぐらいしか、ではなかったですか。この関係機関連絡会がこ

れでいいのか。開かれるようになったということは非常に評価をしておりますけれども、せっかく医療

的ケア児支援というところに踏み込んだのであれば、もう少し具体的な議論に深められるような回数の

開催とか、もちろん参加されている方たちがお忙しいメンバーだというのはすごく重々承知なのですけ

れども、せっかく開かれるのに、１回やって、次はもう１年のまとめみたいなのだと、せっかく参加し

てくださっている方たちにとってもどうなのかと思って、今後もまた同じような方針、今年度も同じよ

うな考え方なのか、このままでいいと思われているのか、もう少し発展的なことを考えておられるのか、

その辺のことを伺いたいと思います。 

○松山障害者支援課長 

 地域自立支援協議会と医療的ケア児等支援関係連絡会の内容についてでございます。地域自立支援協

議会につきましては、非常にテーマが幅広くて、それぞれ下位の部会が、専門部会がございまして、今

年度は、相談支援部会、子ども支援部会、就労支援部会に加えまして、精神の部会を発足するというこ

とで、こちらには全体会の回数は書かれているのですけれども、３回、全体会をやるということで、そ

のほかに専門部会もそれぞれ３回ずつということなので、かなりそれぞれの部会が関係機関のほうで議
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論を行いながら、それぞれの課題を解決していこうということで、年数を重ねるたびに充実されてきた

かと思っております。 

 医療的ケア児支援関係機関連絡会は、申し訳ありません、ここに委員構成とか開催回数を同じように

記載すべきでございましたが、委員構成としては２０名ほどになります。それから、開催回数としまし

ては２回を予定してございます。 

 今年度新たに企画をいたしましたのは、医療的ケア児者、それから、事業所、施設側にも、医療的ケ

アに特化した実際に電子アンケートと紙媒体でのアンケートをちょうど発送する頃でございます。７月

末までにアンケート調査を行いまして、またこの全体会で報告をさせていただきまして、具体的に１つ

ずつ課題に対して解決を、この中で議論を図っていこうというものでございます。今年度はそのように

計画をしております。 

○吉田委員 

 ありがとうございました。全部をここに書き切るというのもなかなか難しいというのはよく分かりま

すし、ご説明でよく分かりました。 

 ただ、私としては、結構ここ、当事者の方たち、当事者団体の方たちも参加しながら、皆さんで議論、

もちろん事業者も参加しながら、自分たちで議論を進められているということで、私が議員になって以

降、この協議会は本当に段々充実してきているというのが傍聴者ながら実感できているので、もう少し

皆さんが分かるような形の、これだけこの人たち頑張っているのだみたいな形の、今年度も頑張ってい

くというような姿勢が見えるような事務事業概要だとよかったという思いで発言をさせていただきまし

た。 

○田中委員長 

 ほかにございますでしょうか。 

○やなぎさわ委員 

 事務事業概要なので、大枠でお伺いしたいのですけれども、福祉部の事務事業概要、紙で高齢者福祉

課の３１ページ、電子だと６５ページのところなのですけれども、介護人材の不足が叫ばれているとい

うことで、区としても非常にその切迫感を捉えていただいていると思うのですが、今、人手不足という

ところの対策として、やはり区としても外国人人材を受け入れていく、そういう施策を進めていかなく

ては対応ができないのだというような、そういう認識で、こういう新規事業とか、新しいセクションを

つくったりというようなことで進められているという理解でよろしいでしょうか。 

○菅野高齢者福祉課長 

 介護人材不足のことにつきましては、喫緊の課題ということで区としては捉えております。外国人に

限らず、あと、ＩＣＴの導入によっての業務の効率化とか、あとは、元気な高齢者の方にも支えていた

だくとか、いろいろな手法はございますが、その中の一つとして、やはり外国人人材というのは大変貴

重な要員だと思っておりますので、区としては、事業者が受け入れられるように支援をしていきたいと

認識しております。 

○田中委員長 

 ほかにございますでしょうか。 

○鈴木委員 

 福祉のほうの介護の問題で、紙だと高齢者福祉課の２８ページで、電子だと６２ページになっている

のですけれども、品川区の介護職員居住支援手当について伺いたいのですが、今も人材不足というのが
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本当に深刻な中で、品川区独自にこういう居住支援手当を東京都に上乗せしてつくっていただいたとい

うのは、すごく評価をするものです。 

 こういうのがもっともっと広がって、国が大本なのですけれども、介護人材をしっかりと確保するた

めにも、待遇改善というのは欠かすことができないと思うのです。介護福祉専門学校も、４０人の定員

に対して、今年１１人ということで聞いたのですけれども、本当に深刻な状況にあると思います。その

点では、せっかくつくっていただいたこの居住支援手当がもっともっと全事業者に行き届くようにして

いただきたいという思いがしているのですけれども、この１７１事業所というのが、もともと厚生委員

会に説明があったときは、２５３事業所が介護保険の事業所ということで対象になるということだった

のが、１７１ということなので、大体６８％という感じなのですよね。これがなぜこのような状況に

なっているのかということと、それから、予算が４億４,６４０万円を組んでいたのですけれども、

７割弱になったことで、どれぐらいの支出となったのかが分かったら、教えていただきたいと思います。 

 それと、対象なのですけれども、一つは、事業所としては本部がほかの区にあって、サテライトとか

営業所が品川区であるという事業所は対象にならないということで聞いたのですけれども、それで営業

所が品川区にあって、実際は本当に１００人とか、１００人を超えた品川区の利用者を抱えながら訪問

介護をしているところが、事業所としてではなくて営業所ということになっているので対象にならない

ということは、ぜひ多分、こういう事業所はいろいろほかにもある、幾つもあるのではないかという思

いがしているのですけれども、ここはぜひ対象にしていただきたいと思うのですが、それが１点と、そ

れから、ヘルパーは移動時間が介護報酬にならないわけなのです。それで、週２０時間というのが、移

動時間を入れるともっと、２５時間とか２６時間とか、そういう時間になってしまうので、実際は

２０時間というのが、移動時間も入るともっとたくさんの時間になるので、移動時間も入れて２０時間

にするとか、もっと短い時間でも実際対象にするとかという形で拡大を検討していただいて、もっとよ

り多くの訪問介護のヘルパーたちが対象になるようにぜひともしていただけないかという思いがしてい

るのですけれども、その点についても伺いたいと思います。 

○田中委員長 

 先に申し上げます。今日は事業概要の説明でありますので、今後の政策的な話だとかはまた後日の委

員会でしっかりお願いをしていただきたいと思います。 

 その上で、高齢者福祉課長、お願いいたします。 

○菅野高齢者福祉課長 

 それでは、居住支援手当についての、ホームヘルパーの方を中心にということのご質問にお答えさせ

ていただきます。現在、決算の額が今手元に手待ちがないので、申し上げられないところで、すみませ

ん。 

 それ以外に、やはり委員のおっしゃるとおり、大体申請率は７割ぐらいというのが実情です。これ、

初めての事業だということもございましたので、少し申込み期間を延長したり、あとは、お知らせと同

時に、なぜ申請しないのかという理由をアンケート調査をさせていただいたりとか、そういったことも

させてもらいました。 

 その中で、先ほどサテライトというお話はあったのですけれども、やはり全国展開をしている事業者

については、品川区だけで手当をもらうというと、ほかとのバランスがあるということなのか、申請を

辞退しているというか、申請していないという実態もございましたので、それはサテライトというので

はなくて、今言っているのは、きちんとした営業所がそこにあったとしても、ほかの地区とのバランス
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ということも考えて、申請しないという傾向が見て取れたところはございます。 

 あとは、例えば、小規模の事業者などは、申請の書類を簡素化したつもりではおりますけれども、ま

だまだ申請をするのにハードルが高いという部分もあるかもしれませんので、その辺りのところはしっ

かり周知して、声を今後も聞いて、できるだけ多くの事業者にこれを活用してもらえるようには努めて

いきたいと思っております。 

 あと、ヘルパーの週２０時間というところにつきましては、やはりヘルパーの傾向としては、移動時

間だけではなく、掛け持ちでやっていたり、そういう週の時間が短かったりとかする傾向があるので、

両方の事業者で受け取るということがないようにというか、メインのところで受け取れるようにという

ところの基準が週２０時間以上というところで定めさせていただいているので、その辺りのところも引

き続き実態を研究していきたいと思っております。 

○鈴木委員 

 ありがとうございました。 

 では、仕組みとして、営業所であっても申請はできるということで考えていいのか。営業所は対象に

ならないと言われたということで伺ったのですけれども、そこのところは確認させてください。東京都

の制度が使えるところは、ぜひ区の制度も使えるようにしていただきたいということと、２０時間とい

うのは、せめて移動時間も含めたようなことでもぜひ検討いただきたいということで、これは要望させ

ていただきたいと思います。 

 あと、もう一つ、今年度、地域包括支援センターの検討をしていくということで、検討経費が出され

ていると思うのですけれども、そこのところで、地域包括支援センターの在り方検討業務委託の簡易型

プロポーザルの実施要領というのが出されて、この検討の事業所を公募されたということがホームペー

ジにも出されていたのですけれども、これは応募が何件ぐらいあったのかということと、この地域包括

支援センターの検討というのが……。 

〔「入り過ぎではないか」と呼ぶ者あり〕 

○鈴木委員 

 ここで聞かないと聞くときがないので。これ、大きなところなので、ぜひそこのところがどのような

形で検討が進められていくのかということを教えていただけたらと思います。 

○田中委員長 

 事務事業概要の説明なので、今後の応募状況等々は報告事項等でもお答えをいただける場合もありま

すので、そこでお願いしたいと思います。 

○寺嶋福祉部長 

 地域包括支援センターの検討につきましては、現在取組中で、内容が固まった段階で、次回以降の委

員会で報告させていただきたいと考えております。 

○田中委員長 

 よろしくお願いいたします。 

 ほかにございますでしょうか。 

 ないようでしたら、先ほどあくつ委員からのお話がございました、まちづくり・公共交通推進特別委

員会と厚生委員会との線引きの話の中で、八潮地域、それと大井町地域、まちづくりと医療連携との関

係性でどうなのかという、議運等々でお話があったということなのですが、すみません、今現在、確認

が取れておりませんので、先方の特別委員長としっかり話をして、そのテーマについてはどちらを所管
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とするのかということを確認させていただきます。 

 その上で、今日は事務事業概要ですので、もし事務事業概要の範囲内で、八潮地域、大井町地域のが

あればご発言……。ないということでよろしいでしょうか。分かりました。では、先ほどの件はしっか

りご報告をさせていただきます。 

 以上で、事務事業概要を終了いたします。 

                                              

３ その他 

○田中委員長 

 続きまして、予定表３のその他を議題に供します。 

 何かございましたら、ご発言をお願いいたします。 

○松山障害者支援課長 

 私からは、障害者医療ショートステイ事業の委託先の医療機関の休止について、ご報告させていただ

きます。 

 障害者医療ショートステイ事業につきましては、森山リハビリテーションクリニックに令和４年から

委託して実施してきたところでございますが、森山リハビリテーションクリニックから、経営状況やス

タッフの確保困難、今後の運営体制の見直しなど様々な事情により、７月末をもって休止させていただ

くという通知が先週末に区に届きました。 

 ご利用されていらっしゃいますお二人の方への対応ですが、休止の通知が届いたばかりでございます

ので、今後、クリニックと連携しながら検討し対応してまいります。 

 今後も、区内で医療ショートステイ事業が実施できるよう、現在も区内の医療機関と交渉継続中でご

ざいますが、引き続き強く働きかけてまいります。 

○田中委員長 

 説明が終わりました。 

 本件に関しまして、ご質疑等ございましたらご発言願います。 

○鈴木委員 

 森山クリニックが、１９床のベッドがあって、私も自分の家のすぐ近くにあるクリニックなので、地

域の方が、すごく本当に様々な方々が利用されて、すごく助けられてきたクリニックなので、閉鎖とい

うのを聞いて、本当に地域の方もがっかりしていますし、これは医療の現場というのが、本当に人材不

足と経営困難というところに追い詰められるという深刻な状況というのの一つの表れではないかと思う

のですけれども、そういうところで２人の方が使われていたということなので、区内に医療ショートス

テイというのはここしかなかったので、そこがなくなってしまうということなので、ぜひ代わりのとこ

ろを確保していただきたいと思っていまして、かつてＮＴＴ東日本関東病院が関東逓信病院と言われた

時代かもしれないのですけれども、そこでは高齢者の医療ショートステイとかは受け入れていた経過が

あると思うのです。そういうことからすると、幾つかそういう病院はありますので、そういうところで

も受け入れてもらえる可能性はあるのではないかと思っていまして、ぜひそういうところで進めていた

だきたいと思っているのですが、いかがでしょうか。 

○松山障害者支援課長 

 私どもも、この森山リハビリテーションクリニックの休止については、非常に驚きとともに、今後、

本当に何とか区内で医療ショートステイ事業を実現させるためにも、区内の様々な医療機関にさらに積
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極的に働きかけを行ってまいります。 

○鈴木委員 

 よろしくお願いします。 

○田中委員長 

 ほかにご発言ありますでしょうか。 

 ご発言がないようですので、以上で本件を終了いたします。 

 そのほかにその他で何かございますでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○田中委員長 

 ほかにないようですので、正副委員長より２点ご案内申し上げます。 

 まずは、所管事務調査についてであります。５月２７日の委員長会および正副委員長会において、議

長より、これまでと同様に所管事務調査に積極的に取り組んでほしい旨のご発言がありました。当委員

会といたしましても、委員会の活性化の観点から積極的に取り組んでいく必要があると考えております。 

 つきましては、年間を通じて協議したい課題や調査事項等につきまして、委員の皆様方からご発言を

いただき、委員会日程等を考慮しながら、できる限り調査をしていきたいと考えております。 

 ご参考までに、過去の調査項目について、サイドブックスに掲載しております。 

 それでは、所管事務調査について、何かこの場でご意見等ございましたらご発言を願います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○田中委員長 

 それでは、調査したいテーマがございましたらば、６月１６日月曜日までに、事務局へご提出いただ

きたいと思います。 

 日程的なこともございますので、提出されましたそれぞれのテーマにつきましては、資料等の準備な

どを含め、調査可能かどうか、理事者と協議をさせていただきまして、次回の委員会で正副委員長案を

ご提示し、改めまして所管事務調査の調査項目について決定をしてまいりたいと思います。よろしくお

願いいたします。 

 次に、行政視察についてであります。今年度の行政視察の調査事項、視察先、日程等につきまして検

討していきたいと考えております。参考資料として、過去の視察先と調査項目についてまとめたものを

サイドブックスに掲載しております。 

 本日のところは持ち帰りといたしますが、あらかじめ先ほどの所管事務調査についてと同様に、行政

視察について調査したい項目や行き先等についてご意見があればお伺いしたいと思います。 

 では、同様に、行政視察の調査事項や行き先等について、何かこの場でご意見等ございましたら、ご

発言願いますが、よろしいですか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○田中委員長 

 それでは、調査したい項目や行き先等がございましたら、６月１６日月曜日までに事務局へご提出い

ただきたいと思います。よろしくお願いをいたします。 

 以上で、その他を終了いたします。 

 以上で、本日の予定は全て終了いたしました。 

 これをもちまして、厚生委員会を閉会いたします。 
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○午後３時２３分閉会 

 


